
第１０回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

１ 議案の数及び名称 

 議案の数 

種 別 予 算 条 例 その他 計 

件 数 ２５ ２６ １２ ６３ 

 議案の名称 

＜予算＞ 

（平成３１年度予算） 

議案第 １号  平成３１年度尼崎市一般会計予算 

議案第 ２号  平成３１年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費予算 

議案第 ３号  平成３１年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費予算 

議案第 ４号  平成３１年度尼崎市特別会計育英事業費予算 

議案第 ５号  平成３１年度尼崎市特別会計農業共済事業費予算 

議案第 ６号  平成３１年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費予算 

議案第 ７号  平成３１年度尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費予算 

議案第 ８号  平成３１年度尼崎市特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事業費予算 

議案第 ９号  平成３１年度尼崎市特別会計青少年健全育成事業費予算 

議案第１０号  平成３１年度尼崎市特別会計介護保険事業費予算 

議案第１１号  平成３１年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費予算 

議案第１２号  平成３１年度尼崎市水道事業会計予算 

議案第１３号  平成３１年度尼崎市工業用水道事業会計予算 

議案第１４号  平成３１年度尼崎市下水道事業会計予算 

議案第１５号  平成３１年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算 

（平成３０年度補正予算） 

議案第１６号  平成３０年度尼崎市一般会計補正予算（第５号） 

議案第１７号  平成３０年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費補正予算（第２号） 

議案第１８号  平成３０年度尼崎市特別会計育英事業費補正予算（第１号） 

議案第１９号  平成３０年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費補正予算（第
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１号） 

議案第２０号  平成３０年度尼崎市特別会計介護保険事業費補正予算（第２号） 

議案第２１号  平成３０年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費補正予算（第２

号） 

議案第２２号  平成３０年度尼崎市水道事業会計補正予算（第２号） 

議案第２３号  平成３０年度尼崎市工業用水道事業会計補正予算（第２号） 

議案第２４号  平成３０年度尼崎市下水道事業会計補正予算（第１号） 

議案第２５号  平成３０年度尼崎市モーターボート競走事業会計補正予算（第３号） 

＜条例＞ 

議案第２６号  尼崎市暴力団排除活動支援基金条例について 

議案第２７号  尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

議案第２８号  尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

議案第２９号  尼崎市職員の自己啓発等休業に関する条例について 

議案第３０号  尼崎市職員の配偶者同行休業に関する条例について 

議案第３１号  尼崎市職員の修学部分休業に関する条例について 

議案第３２号  尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例について 

議案第３３号  尼崎市市税条例及び尼崎市債権管理条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案第３４号  尼崎市選挙公営条例の一部を改正する条例について 

議案第３５号  尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第３６号  尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第３７号  尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設等の設備及び運営の基準を

定める条例の一部を改正する条例について 

議案第３８号  尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例について 

議案第３９号  尼崎市国民健康保険事業基金条例について 

議案第４０号  尼崎市武庫川六樋かんがい施設使用料条例を廃止する条例について 

議案第４１号  尼崎市公設地方卸売市場業務条例の一部を改正する条例について 

議案第４２号  尼崎市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

議案第４３号  尼崎市立クリーンセンター条例の一部を改正する条例について 

議案第４４号  建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関

する条例について 
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議案第４５号  尼崎市営住宅の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例

について 

議案第４６号  尼崎市都市公園条例の一部を改正する条例について 

議案第４７号  尼崎市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する

条例について 

議案第４８号  尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する

条例の一部を改正する条例について 

議案第４９号  尼崎市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

議案第５０号  尼崎市工業用水道条例の一部を改正する条例について 

議案第５１号  尼崎市下水道条例の一部を改正する条例について 

＜その他＞ 

議案第５２号  丹波少年自然の家事務組合規約の一部変更に関する協議について 

議案第５３号  包括外部監査契約の締結について 

議案第５４号  工事請負契約について（旧若草中学校解体工事） 

議案第５５号  指定管理者の指定について（鶴の巣園、千代木園、福喜園及びワー

クセンター和楽園） 

議案第５６号  指定管理者の指定について（尼崎市立弥生ケ丘斎場） 

議案第５７号  指定管理者の指定について（尼崎市墓園） 

議案第５８号  尼崎市農業共済事業特別積立金の取崩しについて 

議案第５９号  尼崎市農業共済事業事務費の賦課総額及び賦課単価について 

議案第６０号  事業契約の変更について（市営武庫３住宅第１期建替事業） 

議案第６１号  事業契約の変更について（市営武庫３住宅第２期（宮ノ北住宅）建

替事業） 

議案第６２号  工事請負契約の変更について（港橋耐震補強（その１）工事） 

議案第６３号  工事請負契約について（港橋耐震補強（その２）工事） 

２ その他の報告 

 議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

交通事故    ２件     ２８７，０５２円 

その他の事故 １１件   ３，９４１，３４８円 

３ 追加提出予定案件 

＜人事＞ 

・ 尼崎市教育委員会教育長の任命 
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・ 尼崎市教育委員会委員の任命 

・ 人権擁護委員の候補者の推薦 
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第１０回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１号～第１５号 所 管 ― 

件 名 平成３１年度 当初予算 

内       容

（単位：千円） 

区 分 当初予算額 前年度比 

一 般 会 計 ２０５，０００，０００ ９９．２％

特 別 会 計 １００，９４２，７４２ １０１．５％

 国民健康保険事業費 ４９，３１５，５１３ １０１．２％

 地方卸売市場事業費 ３３５，２８６ １１０．３％

 育英事業費 ８，３７６ １００．０％

 農業共済事業費 １６，６６４ ９０．９％

 公共用地先行取得事業費 ２，０６１，１９４ ９１．９％

 公害病認定患者救済事業費 ２６，１８３ ９６．４％

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 ２６，９４４ １１４．８％

 青少年健全育成事業費 ９，２４８ ９６．６％

 介護保険事業費 ４２，９８２，００５ １０１．６％

 後期高齢者医療事業費 ６，１６１，３２９ １０５．９％

企 業 会 計 ７４，７３１，０６０ ９７．９％

 水道事業 １１，８４８，９３８ ９５．８％

 工業用水道事業 ２，０２３，４６８ １００．０％

 下水道事業 ２０，２７５，６３９ ９５．０％

 モーターボート競走事業 ４０，５８３，０１５ ９９．９％

合      計 ３８０，６７３，８０２ ９９．５％
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１６号～第２５号 所 管 ― 

件 名 平成３０年度 補正予算 

内       容

（単位：千円） 

区 分 補正予算額 

一 般 会 計 （第５号） △４，７９１，００５

特 別 会 計 ５２２，２８０

 国民健康保険事業費（第２号） ６６６，０１８

 育英事業費（第１号） ４８０

 公共用地先行取得事業費（第１号） －

 介護保険事業費（第２号） △５３０，７３９

 後期高齢者医療事業費（第２号） ３８６，５２１

企 業 会 計 ２，８６１，７７１

 水道事業（第２号） △１２８，２４７

 工業用水道事業（第２号） △１１６，８０６

下水道事業（第１号） △２７７，７７８

 モーターボート競走事業（第３号） ３，３８４，６０２
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平成30年度　2月補正の概要

○　一般会計補正予算（補正5号）

（補正予算の内容）

（歳入の主なもの）
①　市税の増 百万円

②　税外諸収入の増 百万円

③　地方交付税の増 百万円

（歳出の主なもの）
①　財政調整基金積立金の増 百万円

②　尼崎養護学校移転事業費の減 百万円

③　国民健康保険事業費会計繰出金の減 百万円

④　減債基金積立金の減 百万円

⑤　生活保護扶助費の減 百万円

⑥　公債費の減 百万円

　歳入において、市税が約8億円、税外諸収入が約1億円の増、また、歳出において
は、尼崎養護学校移転事業費における平成29年度補正予算との重複計上分が約14億
円、国民健康保険事業費会計繰出金が約5億円の減となり、そのほか入札差金や執行
残など、歳入・歳出全般を決算見込みに基づき整理することにより、現在措置してい
る財源対策の約25億円を全額削減するとともに、現時点における剰余見込額の約5億
円を財政調整基金へ積み立てる。
　また、国の経済対策による補助金を活用し、消費税率の引上げが低所得者・子育て
世帯に与える影響を緩和するとともに、消費喚起を促すためのプレミアム付商品券の
発行に向けた準備等を行う。

777

130

72

△ 236

497

△ 1,395

△ 523

△ 419

△ 353

⑥　公債費の減 百万円

⑦　投資的経費、経常経費の執行差金、契約差金、不用見込みとなる経費の減額補正

1　補正予算の規模
（単位：千円）

2　歳入歳出補正予算額
（単位：千円）

市税 777,000 議会費 △ 6,615

歳　　　入 歳　　　出

款 補正予算額 款 補正予算額

△ 236

現在予算額 補正予算額 補正後予算額

209,931,298 △ 4,791,005 205,140,293

6,352 労働費 △ 698

国庫支出金 △ 1,016,831 農林水産業費 15,395

自動車取得税交付金 70,000 民生費 △ 1,946,691

地方交付税 71,524 衛生費 △ 60,224

分担金及び負担金

利子割交付金 60,000 総務費 320,195

繰入金 △ 2,542,368 教育費 △ 1,620,723

諸収入

県支出金 △ 745,585 商工費 △ 301,972

財産収入 △ 214,727 土木費 △ 951,377

合　計 △ 4,791,005 合　計 △ 4,791,005

△ 404,085 災害復旧費 △ 2,178

市債 △ 909,900 公債費 △ 235,833

寄付金 57,615 消防費 △ 284
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3　主な事業（50,000千円以上の増減のあるもの）
（単位：千円）

2 国民健康保険事業費会計繰出金 △ 523,476

1 尼崎養護学校移転事業費 △ 1,395,432

№ 事　項 補 正 額

5 中小企業資金融資制度関係事業費 △ 349,400

4 生活保護扶助費 △ 352,722

3 減債基金積立金 △ 418,798

9 駐輪施設等維持管理事業費 △ 200,243

8 市債利子 △ 216,643

7 保育環境改善事業費 △ 225,816

6 地域介護・福祉空間整備等事業費 △ 289,321

13 介護保険事業費会計繰出金 △ 137,520

12 保育の量確保事業費 △ 156,810

11 特別養護老人ホーム等整備事業費 △ 178,740

10 施設型給付費（民生費） △ 179,887

16 長洲久々知線等道路整備事業費 △ 95,729

15 道路橋りょう新設改良事業費 △ 112,319

14 市税還付金、還付加算金等 △ 113,000

17 庄下川都市基盤河川改修事業費 △ 93,492

16 長洲久々知線等道路整備事業費 △ 95,729

21 施設型給付費（教育費） △ 65,196

20 小学校適正規模・適正配置推進事業費 △ 89,150

19 あまがさき・ひと咲きプラザ整備事業費 △ 90,437

18 児童扶養手当給付関係事業費 △ 91,827

25 公害病補償事業費 △ 58,014

24 住宅市街地総合整備事業費 △ 61,037

23 幼稚園施設整備事業費 △ 64,075

22 市営住宅建替等事業費 △ 64,574

29 乗合自動車特別乗車証交付事業費 92,832

28 障害児通所支援等給付費 180,062

27 税外収入還付金 450,000

26 財政調整基金積立金 496,611

30 中学校各種施設整備事業費 64,623
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4　繰越明許費の補正

（追　加） （単位：千円）

№ 事　業　名 補 正 額

2 防災情報通信事業 5,000

1 あまがさき・ひと咲きプラザ整備事業 11,000

4 鉄道駅舎エレベーター等設置事業 10,911

3 更生保護施設整備事業 4,932

6 地域総合センター整備事業 22,286

5 特別養護老人ホーム等整備事業 118,260

8 保育環境改善事業 248,041

7 保育の量確保事業 350,801

10 児童ホーム整備事業 52,515

9 公立保育所施設整備事業 16,501

12 農業振興対策事業 12,583

11 焼却施設等延命化事業 56,221

14 道路橋りょう維持管理事業 3,975

13 プレミアム付商品券関係事業 42,959

16 庄下川都市基盤河川改修事業 143,000

15 道路橋りょう新設改良事業 476,400

17 水路整備事業 12,564

18 公園維持管理事業 30,800

17 水路整備事業 12,564

20 長洲久々知線等道路整備事業 111,851

19 競馬場周辺道路整備事業 32,339

22 市営住宅建替等事業 614,579

21 市営住宅維持整備事業 115,494

24 消防庁舎等整備事業 28,968

23 住宅市街地総合整備事業 4,868

26 中学校各種施設整備事業 124,263

25 小学校各種施設整備事業 168,541

28 幼稚園空調整備事業 29,552

27 高等学校各種施設整備事業 54,015

30 文化財保護啓発事業 455

29 幼稚園施設整備事業 12,924

32 学校開放事業 2,100

31 公民館施設整備事業 55,003

合　計 2,983,701

33 公園災害復旧費 10,000
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5　債務負担行為の補正

（変　更） （単位：千円）

6　市債の補正

（追　加） （単位：千円）

街路灯維持管理事業 平成40年度まで 1,300,000 平成41年度まで 1,300,000

事　　項
補　　正　　前 補　　正　　後

期　　間 限　度　額 期　　間 限　度　額

平成30年度公共用地取得事
業（尼崎市土地開発公社分）

平成31年度まで 617,000 平成32年度まで 617,000

5,700

青少年施設整備事
業費

400

普通貸借又
は証券発行

5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　借入れの日から据置
期間を含め30年以内に
半年賦元金均等その他
の方法により償還す
る。
　ただし、財政の都合
により繰上げ償還を行
い、償還年限を短縮
し、又は利率を高めな
いで借換えをすること
ができるものとし、借
入れ先の融通条件があ
るときは、これに従う
ことができる。

墓園整備事業費 3,900

農業公園整備事業
費

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

（外に利子相当額） （外に利子相当額）

（変　更） （単位：千円）

限度額

限度額

限度額

限度額

限度額

限度額

限度額

○　特別会計補正予算（5会計） 千円

1　国民健康保険事業費（補正2号） 千円
（単位：千円）

療養給付費負担金等返還金

起　債　の　目　的 補　正　前 補　正　後

地区会館等整備事業費 3,000 限度額 16,000

社会福祉施設整備事業費 199,600 限度額 283,900

消防施設整備事業費 240,600 限度額 242,900

社会体育施設整備事業費 28,900 限度額 29,100

公園整備事業費 178,400 限度額 281,500

住宅建設事業費 1,340,000 限度額 1,377,700

1 666,018

666,018

№ 事　項 補 正 額

社会教育施設整備事業費 517,000 限度額 518,400

522,280

14



2　育英事業費（補正1号） 千円
（単位：千円）

育英事業基金積立金

3　公共用地先行取得事業費（補正1号） 千円
（単位：千円）

不動産売払収入

他会計繰入金

4　介護保険事業費（補正2号） 千円
（単位：千円）

介護サービス等給付費
審査支払手数料

高額介護サービス費

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援等事業費

介護給付費準備基金積立金

第１号被保険者償還金及び還付加算金

5　後期高齢者医療事業費（補正2号） 千円
（単位：千円）

保険料等負担金
保険基盤安定拠出金

○　企業会計補正予算（4会計） 千円

1　水道事業会計（補正2号） 千円

0

№ 事　項 補 正 額

1 480

480

№ 事　項 補 正 額

△ 530,739

№ 事　項 補 正 額

2 △ 12,856

1 12,856

1 △ 710,481

4 △ 243,682

3 △ 36,628

2 △ 4,941

7 274,010

6 190,101

5 882

2 △ 13,320
1 399,841

386,521

№ 事　項 補 正 額

2,861,771

△ 128,2471　水道事業会計（補正2号） 千円
（単位：千円）

職員給与費
消費税及び地方消費税

2　工業用水道事業会計（補正2号） 千円
（単位：千円）

特別損失
消費税及び地方消費税

3　下水道事業会計（補正1号） 千円
（単位：千円）

建設改良費
消費税及び地方消費税

　　債務負担行為の補正
（廃　止） （単位：千円）

4  モーターボート競走事業会計（補正3号） 千円
（単位：千円）

開催費
消費税及び地方消費税

2 218
1 △ 128,465

△ 128,247

№ 事　項 補 正 額

2 7,554
1 △ 124,360

△ 116,806

№ 事　項 補 正 額

2 22,222
1 △ 300,000

△ 277,778

№ 事　項 補 正 額

3,384,602

№ 事　項 補 正 額

下水道建設事業
平成31年度から
平成35年度まで 5,697,000 - -

事　　項
補　　正　　前 補　　正　　後

期　　間 限　度　額 期　　間 限　度　額

2 2,598
1 3,382,004
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２６号 所 管 生活安全課 

件 名 尼崎市暴力団排除活動支援基金条例について 

内       容

１ 制定理由 

本市は平成２５年３月に尼崎市暴力団排除条例を制定し、市民等が主体的に暴力団

排除に係る活動を行うための必要な支援を行っているところである。その中で、現在

市内で暴力団排除の機運が高まっている状況を踏まえ、さらなる暴力団排除に向け、

市民や事業者などから広く寄付を募るとともに、市の強い姿勢を対外的に示すことを

目的に、地方自治法第２４１条の規定に基づく尼崎市暴力団排除活動支援基金を設置

するための条例を制定するもの。 

２ 主な制定内容 

 基金の額（第２条） 

   基金に積み立てる額について、市民等に対する支援に要する経費に充てるための

寄付金の額及び毎年度一般会計歳入歳出予算で定める額とする。 

 管理（第３条） 

基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管することを義務付けるとともに、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができることとする。 

 処分（第６条） 

基金は、暴力団排除活動等に係る支援を行うため、市長が必要があると認めると

きに限り、処分することができることとする。 

３ 施行期日 

平成３１年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２７号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  事務事業の執行体制の整備等により、職員定数の増減を行うための規定整備を行う

とともに、自己啓発等休業及び配偶者同行休業の導入に伴う所要の整備を行うもの。

２ 主な改正内容 

 第２条第１項の職員の定数を次の表のとおり改める。 

部局 改正 現行 増減 

市長の事務部局の職員 

［うち社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１４

条第１項に規定する福祉に関する事務所の職員］ 

1,995 

[223] 

1,957 

[223] 

   38 

  [0] 

教育委員会及びその所管に属する学校その他の教育機

関の事務部局の職員 
  259   288 △ 29 

教育委員会の所管に属する学校の校長及び教員   214   227 △ 13 

選挙管理委員会の事務部局の職員    12     8   4 

公営企業局の職員   274   296 △ 22 

  （参考） 

その他改正を行わなかった部局   469   469   0 

条例定数の総数 3,223 3,245 △ 22 

 自己啓発等休業及び配偶者同行休業をしている職員について、定数の外に置くた

めの規定を追加する。 

３ 職員定数増減（△２２）の主な内訳 

市長事務部局（＋38） ・地域振興体制の再構築への対応 

・子どもの育ち支援センター開所への対応 

・保育の無償化への対応 

・災害対策業務への対応 など 

教育委員会事務部局（△29）
・地域振興体制の再構築による公民館機能の移管

など 

教育委員会教員（△13） ・園和幼稚園の廃園 など 

選挙管理委員会事務部局

（＋4） 
・選挙事務繁忙期への対応 

公営企業局（△22） 
・上下水道お客さまセンター開設に伴う窓口業務の

委託拡大 など 

４ 施行期日 

 平成３１年４月１日 
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尼崎市職員定数条例 

改正後 現 行

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

 市長の事務部局の職員 １，９９５人 

うち社会福祉法（昭和２６年法律第４

５号）第１４条第１項に規定する福祉に

関する事務所の職員 ２２３人 

 教育委員会及びその所管に属する学校

その他の教育機関の事務部局の職員 ２

５９人 

 教育委員会の所管に属する学校の校長

及び教員 ２１４人 

 選挙管理委員会の事務部局の職員 １

２人 

 公営企業局の職員 ２７４人 

２ 次の各号に掲げる職員は、前項各号に定め

る職員の定数の外に置くものとする。 

 地方公務員法第２６条の５第１項に規

定する自己啓発等休業をしている職員 

 地方公務員法第２６条の６第１項に規

定する配偶者同行休業をしている職員 

～  略 

３ 前項第１号、第２号又は第５号に掲げる職

員がその職務に復帰した場合（その復帰した

日が４月１日である場合を除く。）における

その復帰した職員は、その復帰した日の属す

る年度の末日までの間は、第１項各号に定め

る職員の定数の外に置くものとする。 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

 市長の事務部局の職員 １，９５７人 

うち社会福祉法（昭和２６年法律第４

５号）第１４条第１項に規定する福祉に

関する事務所の職員 ２２３人 

 教育委員会及びその所管に属する学校

その他の教育機関の事務部局の職員 ２

８８人 

 教育委員会の所管に属する学校の校長

及び教員 ２２７人 

 選挙管理委員会の事務部局の職員 ８

人 

 公営企業局の職員 ２９６人 

２ 次の各号に掲げる職員は、前項各号に定め

る職員の定数の外に置くものとする。 

～  略 

３ 前項第３号に掲げる職員がその職務に復

帰した場合（その復帰した日が４月１日であ

る場合を除く。）におけるその復帰した職員

は、その復帰した日の属する年度の末日まで

の間は、第１項各号に定める職員の定数の外

に置くものとする。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２８号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  新たな行政課題への的確な対応及び時宜に応じた組織体制の構築を行うため、規定

の整備を行うもの。 

２ 主な改正内容 

 総合政策局の新設 

   本市の今後のまちづくりに係る取組を総合的に、かつ戦略的に推し進めていくた

め、新たな地域振興体制のもとに尼崎市自治のまちづくり条例の着実な実施を目指

す体制として、総合政策局を設置する。 

 財務部門の一体化 

   流動資産も含めた資産管理の推進を図るために、企画財政局から予算その他財政

に関する事項を資産統括局に移管する。 

 市民サービス部門の移管 

   現在、市民協働局において担っているマイナンバー関係事務や住民基本台帳シス

テム関係事業について、情報政策部門との連携の強化を図るため、総務局に移管す

る。 

 企画財政局、ひと咲きまち咲き担当局及び市民協働局の廃止 

企画財政局（ひと咲きまち咲き担当局を含む。）については、その分掌する事務

を総合政策局と資産統括局に移管するため、また、市民協働局については、その分

掌する事務を総合政策局と総務局に移管するため、本条例から企画財政局と市民協

働局に係る規定を削除する。 

 こども青少年本部事務局の名称変更 

   子ども・子育て支援に係る施策について、今後の子どもの育ち支援センターの開

設など、一定の方向性が導き出されたことを受け、こども青少年本部事務局を定常

組織として改めるために、局の名称をこども青少年局に改正する。 

３ 施行期日 

  平成３１年４月１日 
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尼崎市事務分掌条例 

改正後 現 行

（部局の設置及び分掌事務） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき、次に掲げ

る部局を設け、その分掌する事務は、次のと

おりとする。 

秘書室 

 秘書に関する事項 

総合政策局 

 議会に関する事項 

 市政の総合企画及び総合調整に関する事

項 

 広報に関する事項 

 文化に関する事項 

 協働のまちづくりに関する事項 

 男女共同参画に関する事項 

 広聴に関する事項 

 人権啓発等及び国際化に関する事項 

 国際交流に関する事項 

資産統括局 

 予算その他財政に関する事項 

 公有財産に関する事項 

 検査に関する事項 

 市税に関する事項 

総務局 

 法制その他市の行政一般に関する事項 

 職員の人事、給与、厚生福利及び研修に

関する事項 

 行政管理に関する事項 

 情報及び統計に関する事項 

 契約に関する事項 

 戸籍、住民基本台帳等に関する事項 

 社会保険等に関する事項 

 他の部局の主管に属しない事項 

（部局の設置及び分掌事務） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき、次に掲げ

る部局を設け、その分掌する事務は、次のと

おりとする。 

秘書室 

 秘書に関する事項 

 広報に関する事項 

企画財政局 

 議会に関する事項 

 国際交流に関する事項 

 市政の総合企画及び総合調整に関する事

項 

 予算その他財政に関する事項 

 文化に関する事項 

 都市の魅力の創造及び発信に関する事項 

総務局 

 法制その他市の行政一般に関する事項 

 職員の人事、給与、厚生福利及び研修に

関する事項 

 行政管理に関する事項 

 情報及び統計に関する事項 

 契約に関する事項 

 他の部局の主管に属しない事項 

資産統括局 

 公有財産に関する事項 
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こども青少年局 

 子どもの育成支援に関する事項 

 青少年の育成支援に関する事項 

 検査に関する事項 

 市税に関する事項 

市民協働局 

 協働のまちづくりに関する事項 

 男女共同参画に関する事項 

 広聴に関する事項 

 人権啓発等及び国際化に関する事項 

 支所に関する事項 

 戸籍、住民基本台帳等に関する事項 

 社会保険等に関する事項 

こども青少年本部事務局 

 子どもの育成支援に関する事項 

 青少年の育成支援に関する事項 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２９号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員の自己啓発等休業に関する条例について 

内       容

１ 制定理由 

  職員のより幅広い働き方に柔軟に対応する観点から、職員が自発的に職務を離れて

大学等における修学や国際貢献活動を行うための自己啓発等休業を導入するもの。 

２ 主な制定内容 

 自己啓発等休業の承認（第２条） 

   職員（在職期間が２年以上の者に限る。）が申請した場合において、公務の運営

に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、

大学等課程の履修又は国際貢献活動のための休業をすることを承認する。 

 自己啓発等休業の期間（第３条） 

   自己啓発等休業の期間は、大学等において修学を行う場合は２年（大学における

修学の成果をあげるために特に必要な場合は３年）を、国際貢献活動を行う場合は

３年を超えない範囲とする。 

 自己啓発等休業の承認の取消事由（第８条） 

   次のいずれかに該当する場合は、自己啓発等休業の承認を取り消すこととする。

  ア 正当な理由なく、在学している大学等課程を休学し、若しくはその授業を頻繁

に欠席したこと又は奉仕活動の全部若しくは一部を行わなかった場合。 

  イ 在学している大学等課程を休学し、停学にされ、又はその出席すべき授業等を

欠席したこと、奉仕活動の全部又は一部を行わなかったことその他の事情によ

り、大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生じている場合。 

 給与の取扱い（第１０条・第１１条） 

ア 自己啓発等休業をしている期間については、地方公務員法の規定に基づき給与

を支給しない。 

  イ 職員が職務に復帰した後の昇給において、部内の他の職員との均衡上必要があ

ると認められるときは、当該休業期間のうち、職員としての職務に特に有用であ

ると認められるものは１００分の１００以下、それ以外のものは１００分の５０

以下の換算率を乗じて得た期間を引き続き勤務したものとして取り扱う。 

  ウ 退職手当算出に係る在職期間の算定において、当該休業期間中の活動が公務の

能率的な運営に資すると認められる場合等については当該休業期間の２分の１

の期間を、それ以外の場合は全期間を除算する。 

３ 施行期日 

  平成３１年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３０号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員の配偶者同行休業に関する条例について 

内       容

１ 制定理由 

  職員のより幅広い働き方に柔軟に対応する観点から、配偶者の外国での勤務等に伴

い、配偶者と生活を共にすることを希望する有為な職員の継続的な勤務を促進するた

めの配偶者同行休業を導入するもの。 

２ 主な制定内容 

 配偶者同行休業の承認（第２条） 

   職員が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、当該申

請をした職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で、外国での勤務等により外国

に滞在する配偶者と生活を共にするための休業をすることを承認する。 

 配偶者同行休業の期間（第３条） 

   配偶者同行休業の期間は、３年を超えない範囲とする。 

 配偶者同行休業の承認の取消事由（第７条） 

   次のいずれかに該当する場合は、配偶者同行休業の承認を取り消すこととする。

  ア 配偶者が外国に滞在しなくなった場合。 

  イ 職員が産前休暇又は産後休暇を与えられる場合。 

  ウ 職員が育児休業を与えられる場合。 

 給与の取扱い（第９条・１０条） 

  ア 配偶者同行休業をしている期間については、地方公務員法の規定に基づき給与

を支給しない。 

  イ 職員が職務に復帰した後の昇給において、当該休業期間について１００分の５

０以下の換算率を乗じて得た期間を、引き続き勤務したものとして取り扱う。 

  ウ 退職手当算出に係る在職期間の算定において、当該休業期間の全期間を除算す

る。 

３ 施行期日 

  平成３１年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３１号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員の修学部分休業に関する条例について 

内       容

１ 制定理由 

  職員のより幅広い働き方に柔軟に対応する観点から、職員が自発的に職務を離れて

大学等における修学を行うための修学部分休業を導入するもの。 

２ 主な制定内容 

 修学部分休業の承認（第２条） 

職員（在職期間が２年以上の者に限る。）が申請した場合において、公務の運営

に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、

１日のうち２時間の範囲内で大学等課程の履修のための休業をすることを承認す

る。 

 修学部分休業の期間（第４条） 

   修学に必要と認められる期間は、２年（大学等における修学の成果をあげるため

に特に必要な場合は３年）を超えない範囲とする。 

 給与の取扱い（第７条） 

修学部分休業の承認を受けた職員について、その勤務しない１時間につき、勤務

１時間当たりの給与の額に相当する額を減額した給与を支給する。 

 修学部分休業の承認の取消事由（第８条） 

次のいずれかに該当する場合は、修学部分休業の承認を取り消すこととする。 

ア 大学等課程の履修を取りやめた場合。 

イ 正当な理由なく、在学している大学等課程を休学し、又はその授業を頻繁に欠

席した場合。 

ウ 在学している大学等課程を休学し、停学にされ、又はその出席すべき授業等を

欠席したことその他の事情により、大学等課程の履修に支障が生じている場合。

エ 職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難となった場合で

当該職員の同意を得た場合。 

３ 施行期日 

  平成３１年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３２号 所 管
ファシリティマネジメン

ト推進担当 

件 名 尼崎市ＰＦＩ事業者選定委員会条例について 

内       容

１ 制定理由 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（以下「ＰＦＩ法」

という。）に基づく公共施設整備等事業の事業者選定を適切に実施するにあたり、地

方自治法第１３８条の４第３項の規定による付属機関として、尼崎市ＰＦＩ事業者選

定委員会（以下「委員会」という。）を選定事業ごとに設置するため、条例を制定す

るもの。 

２ 主な制定内容 

 設置（第１条） 

   公共施設整備等事業のうち、ＰＦＩ法に基づく選定事業に係る事業者の選定に関

する事項を調査審議するため、選定事業ごとに委員会を設置する。 

 組織（第２条） 

  ア 委員会は、委員５人以内で組織する。 

  イ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。

  ウ 委員は、ＰＦＩ事業者の選定に関する事項の調査審議が終了したときは、解嘱

されるものとする。 

３ 本条例制定に伴う所要の整備 

本条例の施行により、「尼崎市営住宅等ＰＦＩ事業者選定委員会条例」を廃止する。

４ 施行期日 

公布の日 
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尼崎市営住宅等ＰＦＩ事業者選定委員会条例 

現 行

(設置) 

第１条 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律(平成１１年法律第１

１７号)第２条第４項に規定する選定事業で本市が設置する市営住宅、改良住宅、コミュニティ

住宅、再開発住宅、従前居住者用住宅又は特定公共賃貸住宅の建替え等に係るもの(以下「市営

住宅等建替事業」という。)に係る選定事業者(同条第 5項に規定する選定事業者をいう。)とな

るべき事業者(以下「ＰＦＩ事業者」という。)の選定に関する事項を調査審議させるため、市

長の付属機関として、市営住宅等建替事業ごとに尼崎市営住宅等ＰＦＩ事業者選定委員会(以下

「委員会」という。)を置く。 

(組織) 

第２条 委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員は、ＰＦＩ事業者の選定に関する事項の調査審議が終了したときは、解嘱されるものと

する。 

(委員長) 

第３条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がそ

の職務を代理する。 

(招集) 

第４条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

(会議) 

第５条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

(意見の聴取等) 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き、

又は必要な説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

(委任) 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が委員会に

諮って定める。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３３号 所 管 税務管理課、法務支援担当

件 名 尼崎市市税条例及び尼崎市債権管理条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

 行政サービスを利用する特定の受益者に応分の負担を求める受益者負担の観点を

考慮して設定すべき使用料及び手数料については、３年毎に原価率の実態調査を行

い、必要な単価の改定を実施しており、今年度の実態調査にあたっては、平成３１年

１０月から予定されている消費税率の改定についても考慮して原価率を算出した。 

その結果、原価率が１１０％を超える項目については、原則として、改定を行うべ

きと判断し、尼崎市市税条例に規定する項目のうち、該当する督促手数料について改

定を行うとともに所要の文言整理を行うもの。 

併せて、尼崎市債権管理条例に規定する督促手数料についても、同様の改定を行う。

２ 改正内容 

改定後 現行 

市税に係る督促手数料 

９０円／１通 ８０円／１通
分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その

他の市の税外収入金（私債権を除く。）に係る督

促手数料 

３ 施行期日 

  平成３１年１０月１日 
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尼崎市市税条例 

改正後 現 行 

（督促手数料） （督促手数料） 

第１５条 徴税吏員は、滞納者に対して前条の規

定により督促状を発した場合においては、督促

手数料として、当該滞納者から１通につき９０

円を徴収しなければならない。ただし、市長が

やむを得ない理由があると認める場合は、この

限りでない。 

第１５条 督促状を発した場合においては、１通

について８０円の督促手数料を徴収する。ただ

し、市長においてやむを得ない理由があると認

める場合においては、これを徴収しない。 
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尼崎市債権管理条例 

改正後 現 行 

（督促） （督促） 

第６条  

４ 債権管理者は、公債権に係る滞納者に対して

地方自治法第２３１条の３第１項その他の法

令の規定により督促した場合においては、督促

手数料として、当該滞納者から１通につき９０

円を徴収しなければならない。ただし、債権管

理者がやむを得ない理由があると認める場合

は、この限りでない。 

第６条  

４ 債権管理者は、公債権に係る滞納者に対して

地方自治法第２３１条の３第１項その他の法

令の規定により督促した場合においては、督促

手数料として、当該滞納者から１通につき８０

円を徴収しなければならない。ただし、債権管

理者がやむを得ない理由があると認める場合

は、この限りでない。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３４号 所 管 選挙管理委員会事務局 

件 名 尼崎市選挙公営条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  公職選挙法の一部を改正する法律（平成２９年法律第６６号）の施行により、地方

議会議員の選挙における選挙運動用ビラの頒布が解禁されるとともに、その作成に係

る公費負担が可能となったことから、尼崎市議会議員の選挙における選挙運動用ビラ

の作成に係る公費負担の限度額等について、新たに規定を行うもの。 

２ 改正内容 

尼崎市議会議員の選挙に係る選挙運動用ビラの作成について、４，０００枚の範囲

内を公費負担とする。

また、当該公費負担の限度額については、選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価

（７円５１銭を超える場合は、７円５１銭）に選挙運動用ビラの作成枚数（４，００

０枚を超える場合は、４，０００枚）を乗じて得た額とする。

３ 施行期日 

  公布の日
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尼崎市選挙公営条例 

改正後 現 行 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、公職選挙法（昭和２５年

法律第１００号。以下「法」という。）第１

４１条第８項、第１４２条第１１項、第１４

３条第１５項、第１４４条の２第８項及び第

９項並びに第１７２条の２の規定に基づき、

尼崎市議会議員（以下「議員」という。）又

は尼崎市長（以下「長」という。）の選挙に

おける法第１４１条第１項第１号の自動車

（以下「選挙運動用自動車」という。）の使

用の公営、議員又は長の選挙における法第１

４２条第１項第６号のビラ（以下「選挙運動

用ビラ」という。）の作成の公営、議員又は

長の選挙における法第１４３条第１項第５号

のポスター（以下「選挙運動用ポスター」と

いう。）の作成の公営、選挙運動用ポスター

の掲示場（以下「ポスター掲示場」とい

う。）の設置及び選挙公報の発行について必

要な事項を定めるものとする。 

第２章 選挙運動用自動車の使用の公営 

（選挙運動用自動車の使用の公営） 

第２条 議員又は長の選挙における候補者（以

下「候補者」という。）は、第６条に定める

額の範囲内で、選挙運動用自動車を無料で使

用することができる。ただし、当該候補者に

係る供託物が法第９３条第１項（同条第２項

において準用する場合を含む。）の規定によ

り本市に帰属することとならない場合に限

る。 

（選挙運動用ビラの作成の公営） 

第６条の２ 候補者は、第６条の５に定める額

の範囲内で、選挙運動用ビラを無料で作成す

ることができる。この場合においては、第２

条ただし書の規定を準用する。 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、公職選挙法（昭和２５年

法律第１００号。以下「法」という。）第１

４１条第８項、第１４２条第１１項、第１４

３条第１５項、第１４４条の２第８項及び第

９項並びに第１７２条の２の規定に基づき、

尼崎市議会議員（以下「議員」という。）及

び尼崎市長（以下「長」という。）の選挙に

おける法第１４１条第１項第１号の自動車

（以下「選挙運動用自動車」という。）の使

用の公営、長の選挙における法第１４２条第

１項第６号のビラ（以下「選挙運動用ビラ」

という。）の作成の公営並びに議員及び長の

選挙における法第１４３条第１項第５号のポ

スター（以下「選挙運動用ポスター」とい

う。）の作成の公営、選挙運動用ポスターの

掲示場（以下「ポスター掲示場」という。）

の設置及び選挙公報の発行について必要な事

項を定めるものとする。 

第２章 選挙運動用自動車の使用の公営 

（選挙運動用自動車の使用の公営） 

第２条 議員及び長の選挙における候補者（第

２章の２を除き、以下「候補者」という。）

は、第６条に定める額の範囲内で、選挙運動

用自動車を無料で使用することができる。た

だし、当該候補者に係る供託物が法第９３条

第１項（同条第２項において準用する場合を

含む。）の規定により本市に帰属することと

ならない場合に限る。 

（選挙運動用ビラの作成の公営） 

第６条の２ 長の選挙における候補者（以下こ

の章において「候補者」という。）は、第６

条の５に定める額の範囲内で、選挙運動用ビ

ラを無料で作成することができる。この場合

においては、第２条ただし書の規定を準用す

る。 
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（選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払

手続） 

第６条の４ 本市は、候補者（前条の規定によ

る届出をした者に限る。）が同条の契約に基

づき当該契約の相手方であるビラの作成を業

とする者に支払うべき金額のうち、当該契約

に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当

たりの作成単価（当該作成単価が７円５１銭

を超える場合は、７円５１銭）に当該選挙運

動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて

４，０００枚（長の選挙に係る選挙運動用ビ

ラにあっては、１６，０００枚。次条におい

て同じ。）の範囲内のものであることにつ

き、委員会が定めるところにより、当該候補

者からの申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。）を乗じて得た金額を、第６条の

２後段において準用する第２条ただし書に規

定する要件に該当する場合に限り、当該ビラ

の作成を業とする者からの請求に基づき、当

該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担限度額） 

第６条の５ 第６条の２の規定により選挙運動

用ビラを作成する場合の公費負担の限度額

は、候補者１人について、７円５１銭に選挙

運動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が４，

０００枚を超える場合は、４，０００枚）を

乗じて得た金額とする。 

（ポスター掲示場の設置） 

第１１条 委員会は、議員又は長の選挙につい

て、ポスター掲示場を設置する。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払

手続） 

第６条の４ 本市は、候補者（前条の規定によ

る届出をした者に限る。）が同条の契約に基

づき当該契約の相手方であるビラの作成を業

とする者に支払うべき金額のうち、当該契約

に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当

たりの作成単価（当該作成単価が７円５１銭

を超える場合は、７円５１銭）に当該選挙運

動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて１

６，０００枚の範囲内のものであることにつ

き、委員会が定めるところにより、当該候補

者からの申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。）を乗じて得た金額を、第６条の

２後段において準用する第２条ただし書に規

定する要件に該当する場合に限り、当該ビラ

の作成を業とする者からの請求に基づき、当

該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担限度額） 

第６条の５ 第６条の２の規定により選挙運動

用ビラを作成する場合の公費負担の限度額

は、候補者１人について、７円５１銭に選挙

運動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が１

６，０００枚を超える場合は、１６，０００

枚）を乗じて得た金額とする。 

（ポスター掲示場の設置） 

第１１条 委員会は、議員及び長の選挙につい

て、ポスター掲示場を設置する。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３５号 所 管 職員課 

件 名 尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  本市教育職員の給与については、従前より兵庫県等に準拠しているところである

が、この度、県において昇格時の号給を抑制するため、昇格時号給対応表の改正が行

われたことから、本市教育職員についても同様の改正を行うもの。 

２ 改正内容 

  教育職給料表（一）及び教育職給料表（二）の昇格時号給対応表について、兵庫県

の教育職給料表の昇格時号給対応表と同様の改正を行う。 

３ 施行期日 

  平成３１年４月１日 
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尼崎市職員の給与に関する条例 

改正後 現 行

別表第１０ 

 ウ 教育職給料表（一）昇格時号給対応表 

昇格の日の前
日に受けてい
た号給 

昇格後の号給

２級 ３級 ４級 ５級 

1 1 1 1 1
2 1 1 1 1
3 1 1 1 1
4 1 1 1 1
5 1 1 1 1
6 1 1 1 1
7 1 1 1 1
8 1 1 1 1
9 1 1 1 1
10 2 1 1 1
11 3 1 1 1
12 4 1 1 1
13 5 1 1 1
14 6 1 1 1
15 7 1 1 1
16 8 1 1 1
17 9 1 1 1
18 10 1 1 1
19 11 1 1 1
20 12 1 1 1
21 13 1 1 1
22 14 1 1 1
23 15 1 1 1
24 16 1 2 1
25 17 1 3 1
26 18 1 4 1
27 19 1 5 1
28 20 1 6 1
29 21 1 7 1
30 22 1 8 1
31 23 1 9 1
32 24 1 10 1
33 25 1 11 1
34 26 1 12 1
35 27 1 13 1
36 28 1 14 1
37 29 1 15 1
38 30 1 16 1
39 31 1 17 1
40 32 1 18 1
41 33 1 20 1
42 34 1 21 2
43 35 1 22 3
44 36 2 23 4

別表第１０ 

 ウ 教育職給料表（一）昇格時号給対応表 

昇格した日の前
日に受けていた
号給 

昇格後の号給

２級 ３級 ４級 ５級 

1 1 1 1 1
2 1 1 1 1
3 1 1 1 1
4 1 1 1 1
5 1 1 1 1
6 1 1 1 1
7 1 1 1 1
8 1 1 1 1
9 1 1 1 1
10 2 1 1 1
11 3 1 1 1
12 4 1 1 1
13 5 1 1 1
14 6 1 1 1
15 7 1 1 1
16 8 1 1 1
17 9 1 1 1
18 10 1 1 1
19 11 1 1 1
20 12 1 1 1
21 13 1 1 1
22 14 1 1 1
23 15 1 1 1
24 16 1 2 1
25 17 1 3 1
26 18 1 4 1
27 19 1 5 1
28 20 1 6 1
29 21 1 7 1
30 22 1 8 1
31 23 1 9 1
32 24 1 10 1
33 25 1 11 1
34 26 1 12 1
35 27 1 13 1
36 28 1 14 1
37 29 1 15 1
38 30 1 16 1
39 31 1 17 1
40 32 1 18 1
41 33 1 20 1
42 34 1 21 2
43 35 1 22 3
44 36 2 23 4
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45 37 3 24 5
46 38 4 25 6
47 39 5 26 7
48 40 6 27 8
49 41 7 28 9
50 41 8 28 10
51 42 9 29 11
52 42 10 30 12
53 43 11 31 13
54 43 12 32 14
55 44 13 33 15
56 44 14 34 16
57 45 15 35 17
58 45 16 36 18
59 46 17 37 19
60 46 18 38 20
61 47 19 39 21
62 47 20 40 22
63 48 21 41 23
64 48 22 42 24
65 49 23 43 25
66 49 24 44 25
67 50 25 45 26
68 50 26 46 26
69 51 27 48 27
70 51 28 49 27
71 52 29 50 28
72 52 30 50 28
73 53 31 51 29
74 54 32 51 29
75 55 33 52 30
76 56 34 52 30
77 57 35 53 31
78 57 36 54 31
79 58 37 55 32
80 58 38 55 32
81 59 39 56 33
82 59 40 56 33
83 60 41 57 34
84 60 42 58 34
85 61 43 59 35
86 61 44 59 35
87 62 45 60 36
88 62 46 61 36
89 63 47 61 37
90 63 48 62 37
91 64 49 62 38
92 64 50 63 38
93 65 51 63 39
94 65 52 63
95 65 53 64
96 66 54 64
97 66 55 64
98 66 56 64
99 67 57 65

45 37 3 24 5
46 38 4 25 6
47 39 5 26 7
48 40 6 27 8
49 41 7 28 9
50 41 8 28 10
51 42 9 29 11
52 42 10 30 12
53 43 11 31 13
54 43 12 32 14
55 44 13 33 15
56 44 14 34 16
57 45 15 35 17
58 46 16 36 18
59 47 17 37 19
60 48 18 38 20
61 49 19 39 21
62 49 20 40 22
63 50 21 41 23
64 50 22 42 24
65 51 23 43 25
66 51 24 44 26
67 52 25 45 27
68 52 26 46 28
69 53 27 48 29
70 53 28 49 30
71 54 29 50 31
72 54 30 50 32
73 55 31 51 33
74 55 32 51 33
75 56 33 52 34
76 56 34 52 34
77 57 35 53 35
78 57 36 54 35
79 58 37 55 36
80 58 38 55 36
81 59 39 56 37
82 59 40 56 37
83 60 41 57 38
84 60 42 58 38
85 61 43 59 39
86 61 44 59 39
87 62 45 60 40
88 62 46 61 40
89 63 47 61 41
90 63 48 62 41
91 64 49 62 42
92 64 50 63 42
93 65 51 63 43
94 65 52 63
95 66 53 64
96 66 54 64
97 67 55 64
98 67 56 64
99 68 57 65
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100 67 58 65
101 67 59 65
102 68 60 65
103 68 61 66
104 68 62 66
105 69 63 66
106 69 64 66
107 69 65 67
108 70 66 67
109 70 67 67
110 70 68 67
111 71 69 68
112 71 69 68
113 71 70 68
114 72 70 68
115 72 71 69
116 72 72 69
117 73 73 69
118 73 74 69
119 73 75 70
120 73 76 70
121 73 77 70
122 74 77
123 74 78
124 74 78
125 74 79
126 74 80
127 75 81
128 75 82
129 75 83
130 75 83
131 75 84
132 76 84
133 76 85
134 76 85
135 76 86
136 76 86
137 77 87
138 77 87
139 77 88
140 77 88
141 77 89
142 77 89
143 78 90
144 78 90
145 78 91
146 78 92
147 78 93
148 78 94
149 79 95
150 79 96
151 79 97
152 79 97
153 79 98
154 79 98

100 68 58 65
101 69 59 65
102 69 60 66
103 69 61 66
104 70 62 66
105 70 63 67
106 70 64 67
107 71 65 68
108 71 66 68
109 71 67 69
110 72 68 69
111 72 69 69
112 72 69 70
113 73 70 70
114 73 70 70
115 73 71 70
116 73 72 70
117 74 73 70
118 74 74 70
119 74 75 70
120 74 76 70
121 75 77 70
122 75 77
123 75 78
124 75 78
125 76 79
126 76 80
127 76 81
128 76 82
129 77 83
130 77 83
131 77 84
132 77 84
133 77 85
134 77 86
135 77 87
136 77 87
137 78 88
138 78 88
139 78 89
140 78 89
141 78 90
142 78 90
143 78 91
144 78 91
145 79 92
146 79 92
147 79 93
148 79 94
149 79 95
150 79 96
151 79 97
152 79 97
153 80 98
154 80 98
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155 79 99
156 79 100
157 80 101
158 80 102
159 80 103
160 80 104
161 80 104
162 80 105
163 80 106
164 80 107
165 81 107
166 81 108
167 81 109
168 81 110
169 81 110

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の等級が第５条第１項（同条第２項

の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定により決定される場合について

適用する。 

エ 教育職給料表（二）昇格時号給対応表 

昇格の日の前日
に受けていた号
給 

昇格後の号給

２級 ３級 

1 1 1
2 1 1
3 1 1
4 1 1
5 1 1
6 1 1
7 1 1
8 1 1
9 1 1
10 2 1
11 3 1
12 4 1
13 5 1
14 6 1
15 7 1
16 8 1
17 9 1
18 10 1
19 11 1
20 12 1
21 13 1
22 14 1
23 15 1

155 80 99
156 80 100
157 80 101
158 80 102
159 80 103
160 80 104
161 81 105
162 81 105
163 81 106
164 81 107
165 81 108
166 81 109
167 81 110
168 81 111
169 82 112

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の等級が第５条第１項の規定により

決定される場合及び特定２級教育職員の等

級が同条第２項の規定により読み替えて適

用する同条第１項の規定により４級に決定

される場合について適用する。 

エ 教育職給料表（二）昇格時号給対応表 

昇格した日の前
日に受けていた
号給 

昇格後の号給

２級 ３級 

1 1 1
2 1 1
3 1 1
4 1 1
5 1 1
6 1 1
7 1 1
8 1 1
9 1 1
10 2 1
11 3 1
12 4 1
13 5 1
14 6 1
15 7 1
16 8 1
17 9 1
18 10 1
19 11 1
20 12 1
21 13 1
22 14 1
23 15 1
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24 16 1
25 17 1
26 18 1
27 19 1
28 20 1
29 21 1
30 22 1
31 23 1
32 24 1
33 25 1
34 26 1
35 27 1
36 28 1
37 29 1
38 30 1
39 31 1
40 32 1
41 33 1
42 34 1
43 35 1
44 36 1
45 37 1
46 38 1
47 39 1
48 40 1
49 41 1
50 41 2
51 42 3
52 42 4
53 43 5
54 43 6
55 44 7
56 44 8
57 45 9
58 45 10
59 46 11
60 46 12
61 47 13
62 47 14
63 48 15
64 48 16
65 49 17
66 49 18
67 50 19
68 50 20
69 51 21
70 51 22
71 52 23
72 52 24
73 53 25
74 53 26
75 54 27
76 54 28
77 55 29
78 55 30

24 16 1
25 17 1
26 18 1
27 19 1
28 20 1
29 21 1
30 22 1
31 23 1
32 24 1
33 25 1
34 26 1
35 27 1
36 28 1
37 29 1
38 30 1
39 31 1
40 32 1
41 33 1
42 34 1
43 35 1
44 36 1
45 37 1
46 38 1
47 39 1
48 40 1
49 41 1
50 41 2
51 42 3
52 42 4
53 43 5
54 43 6
55 44 7
56 44 8
57 45 9
58 46 10
59 47 11
60 48 12
61 49 13
62 49 14
63 50 15
64 50 16
65 51 17
66 51 18
67 52 19
68 52 20
69 53 21
70 53 22
71 54 23
72 54 24
73 55 25
74 55 26
75 56 27
76 56 28
77 57 29
78 57 30
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79 56 31
80 56 32
81 57 33
82 57 34
83 58 36
84 58 37
85 59 38
86 59 39
87 60 40
88 60 41
89 61 42
90 61 43
91 62 44
92 62 45
93 63 46
94 63 47
95 64 48
96 64 49
97 65 49
98 65 50
99 65 51
100 65 52
101 65 53
102 65 54
103 65 55
104 66 56
105 66 57
106 66 58
107 66 59
108 66 60
109 66 61
110 66 61
111 67 62
112 67 62
113 67 63
114 63
115 64
116 64
117 65
118 66
119 68
120 68
121 69
122 69
123 70
124 70
125 71
126 71
127 72
128 72
129 73
130 73
131 74
132 75
133 76

79 58 31
80 58 32
81 59 33
82 59 34
83 60 36
84 60 37
85 61 38
86 61 39
87 61 40
88 62 41
89 62 42
90 62 43
91 63 44
92 63 45
93 63 46
94 64 47
95 64 48
96 64 49
97 65 49
98 65 50
99 65 51
100 65 52
101 65 53
102 66 54
103 66 55
104 66 56
105 66 57
106 66 58
107 67 59
108 67 60
109 67 61
110 67 61
111 67 62
112 68 62
113 68 63
114 63
115 64
116 64
117 65
118 66
119 67
120 68
121 69
122 69
123 70
124 70
125 71
126 71
127 72
128 72
129 73
130 73
131 74
132 75
133 76
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134 76
135 77
136 77
137 78
138 78
139 79
140 79
141 79
142 80
143 80
144 81
145 81
146 81
147 82
148 82
149 82
150 82
151 83
152 83
153 83
154 83
155 84
156 84
157 84
158 85
159 85
160 86
161 86
162 87
163 87
164 88
165 88
166 88
167 89
168 89
169 89
170 90
171 90
172 91
173 91

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の等級が第５条第１項の規定により

決定される場合について適用する。 

134 76
135 77
136 77
137 78
138 79
139 79
140 80
141 80
142 80
143 81
144 81
145 81
146 82
147 82
148 83
149 84
150 84
151 85
152 85
153 86
154 87
155 88
156 88
157 89
158 90
159 91
160 91
161 91
162 92
163 93
164 94
165 95
166 96
167 97
168 97
169 98
170 99
171 100
172 101
173 101

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の等級が第５条第１項の規定により

決定される場合について適用する。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３６号 所 管 福祉医療課 

件 名 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

本市では、ファミリー世帯の定住・転入促進を最重要課題として位置付ける中、子

育て施策や教育施策等を中心に総合的な取組を進めているところであり、今回、新た

な子育て施策の一環として、現在実施している乳幼児等医療費助成事業について、受

診機会の最も多い幼児の受給資格範囲の拡大等を行うため、規定を整備するもの。 

２ 主な改正内容 

 乳幼児等医療費助成事業に係る受給資格範囲の拡大

  乳幼児等医療費助成事業の受給資格について、本市内に住所を有する全ての幼児

を対象とするため、現行制度において設定している所得制限（保護者及び扶養義務

者の市民税所得割額を合算した額が２３万５千円未満）のうち、幼児に係る部分を

撤廃する。

 乳幼児等医療費助成事業に係る助成額の設定

乳幼児等医療費助成事業における幼児に係る所得制限の撤廃に伴い、新たに助成

対象となる幼児について、被保険者等負担額から、次に定める額を控除した額を助

成する。

ア 通院の場合

１医療機関等ごとに１日８００円（１医療機関等あたり月２回を限度とする）

イ 入院の場合

１割負担（月額上限を３，２００円とする）

３ 施行期日 

 平成３１年７月１日 
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尼崎市福祉医療費の助成に関する条例 

改正後 現 行

（受給資格） 

第３条 この条例により医療費の助成を受ける

ことができる者は、本市内に住所を有する者

で次の各号に掲げるもののうち、国民健康保

険法若しくは高齢者の医療の確保に関する法

律による被保険者又は社会保険による被保険

者、組合員、加入者若しくは被扶養者である

ものとする。 

 乳児又は幼児 

 児童又は生徒（以下「児童等」という。）

であって、その保護者その他当該児童等を

扶養している者について療養の給付等が行

われた月の属する年度分の市町村民税の地

方税法第２９２条第１項第２号に規定する

所得割（同法第３２８条の規定により課す

る所得割を除く。）の額の算定方法を参酌

して規則で定める額（以下「所得割の額」

という。）を合算した額が２３５，０００

円未満であるもの 

２ 市長は、前項第１号に該当しない高齢期移

行者、同項第３号に該当しない児童等、同項

第４号に該当しない身体障害者等又は同項第

５号に該当しない母子家庭の母等について、

失業等による収入の著しい減少その他の規則

で定める特別の理由があると認めるときは、

規則で定めるところにより、この条例による

医療費の助成を受けることができる者とする

ことができる。 

（助成額） 

第４条 略 

高齢期移行者 被保険者等負担額から、 

 次に掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定 

 める額を控除した額 

 乳児 被保険者等負担額 

 幼児 次に掲げる区分に応じ、当該ア又

はイに定める額 

（受給資格） 

第３条 この条例により医療費の助成を受ける

ことができる者は、本市に居住する者で次の

各号に掲げるもののうち、国民健康保険法若

しくは高齢者の医療の確保に関する法律によ

る被保険者又は社会保険による被保険者、組

合員、加入者若しくは被扶養者であるものと

する。 

 乳児 

 幼児、児童又は生徒（以下「幼児等」と

いう。）であって、その保護者その他当該

幼児等を扶養している者について療養の給

付等が行われた月の属する年度分の市町村

民税の地方税法第２９２条第１項第２号に

規定する所得割（同法第３２８条の規定に

より課する所得割を除く。）の額の算定方

法を参酌して規則で定める額（以下「所得

割の額」という。）を合算した額が２３５，

０００円未満であるもの 

２ 市長は、前項第１号に該当しない高齢期移

行者、同項第３号に該当しない幼児等、同項

第４号に該当しない身体障害者等又は同項第

５号に該当しない母子家庭の母等について、

失業等による収入の著しい減少その他の規則

で定める特別の理由があると認めるときは、

規則で定めるところにより、この条例による

医療費の助成を受けることができる者とする

ことができる。 

（助成額） 

第４条 略 

 高齢期移行者 被保険者等負担額から次

に掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定め

る額を控除した額 

 乳児及び幼児 被保険者等負担額 
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  ア 入院以外の療養である場合 次に掲げ

る幼児の区分に応じ、当該(ｱ)又は(ｲ)に

定める額 

   (ｱ) 幼児であって、その保護者その他当

該幼児を扶養している者について療

養の給付等が行われた月の属する年

度分の所得割の額を合算した額が２

３５，０００円未満であるもの（以

下「全部助成対象幼児」という。）

被保険者等負担額 

   (ｲ) (ｱ)に掲げる幼児以外の幼児（以下

「一部助成対象幼児」という。） 被

保険者等負担額から、同一の月に同

一の保険医療機関等について２回を

限度として、保険医療機関等ごとに

１日につき８００円を控除した額 

  イ 入院療養である場合 次に掲げる幼児

の区分に応じ、当該(ｱ)又は(ｲ)に定める

額 

   (ｱ) 全部助成対象幼児 被保険者等負

担額 

(ｲ) 一部助成対象幼児 被保険者等負

担額から、同一の月に同一の保険医

療機関等について３，２００円を限

度として、当該入院療養につき医療

保険各法の規定により算定された医

療に要する費用の額の１００分の１

０に相当する額（保険医療機関等に

おいて引き続き４月以上入院した場

合におけるその４月以後の月分につ

いては、０円）を控除した額 

 児童 次に掲げる区分に応じ、当該ア又

はイに定める額 

ア 略 

(ｱ) ９歳に達する日の属する年度の末

日までの間にある児童 被保険者等

負担額から、同一の月に同一の保険

医療機関等について２回を限度とし

 児童 次に掲げる区分に応じ、当該ア又

はイに定める額 

ア 略 

(ｱ) ９歳に達する日の属する年度の末

日までの間にある児童 被保険者等

負担額から同一の月に同一の保険医

療機関等について２回を限度とし
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て、保険医療機関等ごとに１日につ

き８００円（その保護者その他当該

児童を扶養している者がいずれも低

所得者に該当する場合は、６００円）

を控除した額 

 生徒 次に掲げる区分に応じ、当該ア又

はイに定める額 

 身体障害者等 被保険者等負担額から、

次に掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定

める額を控除した額（１８歳に達する日の

属する月の末日までの間にある者にあって

は、入院療養である場合においては被保険

者等負担額 

イ 入院療養である場合 同一の月に同一

の保険医療機関等について２，４００円

（身体障害者等、その配偶者及び当該身

体障害者等を扶養している者がいずれも

低所得者に該当する場合は、１，６００

円）を限度として、当該入院療養につき

医療保険各法及び高齢者の医療の確保に

関する法律の規定により算定された医療

に要する費用の額の１００分の１０に相

当する額（保険医療機関等において引き

続き４月以上入院した場合におけるその

４月以後の月分については、０円）。 

 略 

３ 第１項第３号ア(ｲ)若しくはイ(ｲ)、第４号

ア(ｱ)又は第６号（同項第７号の規定によりそ

の例によることとされる場合を含む。次項に

おいて同じ。）に掲げる被保険者等負担額か

ら控除する額が被保険者等負担額を超えると

きは、当該控除する額は被保険者等負担額と

する。 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一の

保険医療機関等が行う場合における第１項第

３号ア(ｲ)及びイ(ｲ)、第４号ア(ｱ)並びに第６

て、保険医療機関等ごとに１日につ

き８００円（その保護者その他当該

児童を扶養している者がいずれも低

所得者に該当する場合は、６００円）

を控除した額 

 生徒 次に掲げる区分に応じ、当該ア又

はイに定める額 

 身体障害者等 被保険者等負担額から次

に掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定め

る額を控除した額（１８歳に達する日の属

する月の末日までの間にある者にあって

は、入院療養である場合においては被保険

者等負担額） 

イ 入院療養である場合 同一の月に同一

の保険医療機関等について２，４００円

（身体障害者等、その配偶者及び当該身

体障害者等を扶養している者がいずれも

低所得者に該当する場合は、１，６００

円）を限度として、当該入院療養につき

医療保険各法及び高齢者の医療の確保に

関する法律の規定により算定された医療

に要する費用の額の１００分の１０に相

当する額。ただし、保険医療機関等にお

いて連続して４月以上入院した場合にお

いては、４月以後の月分については、当

該１００分の１０に相当する額を控除し

ないものとする。 

 略 

３ 第１項第３号ア(ｱ)又は第５号（同項第６号

の規定によりその例によることとされる場合

を含む。次項において同じ。）に掲げる被保

険者等負担額から控除する額が被保険者等負

担額を超えるときは、当該控除する額は被保

険者等負担額とする。 

４ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を同一の

保険医療機関等が行う場合における第１項第

３号ア(ｱ)及び第５号の規定の適用について
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号の規定の適用については、これらの診療を

それぞれ別の保険医療機関等が行ったものと

みなす。 

６ 市長は、受給資格を有する高齢期移行者、

幼児（一部助成対象幼児に限る。）、児童、

生徒、身体障害者等又は母子家庭の母等につ

いて、失業等による収入の著しい減少その他

の規則で定める特別の理由があると認めると

きは、第１項の規定にかかわらず、被保険者

等負担額を助成することができる。 

は、これらの診療をそれぞれ別の保険医療機

関等が行ったものとみなす。 

６ 市長は、受給資格を有する高齢期移行者、

児童、生徒、身体障害者等又は母子家庭の母

等について、失業等による収入の著しい減少

その他の規則で定める特別の理由があると認

めるときは、第１項の規定にかかわらず、被

保険者等負担額を助成することができる。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３７号 所 管 障害福祉課 

件 名
尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設等の設備及び運営の基準を定める条

例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  地方分権改革に関する対応方針が閣議決定され、平成３１年４月から、指定通所支

援事業（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児

童発達支援及び保育所等訪問支援）のサービスを提供する事業者の指定等の事務・権

限が都道府県から中核市へ移譲されるとともに、その指定基準について、中核市が条

例で定めることとされた。 

そのため、それらの指定基準について、国及び兵庫県の基準を基本として、尼崎市

社会保障審議会障害者福祉等専門分科会等の意見を踏まえ、新たに規定するもの。 

２ 主な改正内容 

  条例の名称を「尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備及び運営の基準等を

定める条例」に改めるとともに、指定通所支援の事業の人員、設備及び運営の基準に

ついて、次の事項を本市独自基準として定め、それら以外は、国の示す基準のとおり

とする。 

 サービス提供に係る諸記録の保存期間の始期について、当該サービスを完結した

日とする。 

 人格尊重に係る規定を義務規定とするとともに、障害児のほか障害児の保護者に

ついても対象とする。 

 暴力団排除の規定について、事業者及び事業所の管理者は暴力団員等であっては

ならないものとし、併せて、事業所の運営について暴力団等の支配を受けてはなら

ないものとする。 

 医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援に係る運営

内容の評価結果について、公表するよう努めなければならないこととする。 

 従業者の研修について、その機会の確保に加え、研修実施計画の策定や研修記録

の整備等、計画的な人材育成に努めなければならないものとする。 

 事故発生及び防止に関する規定について、事故発生時の対応に加え、事故発生や

その再発を防止するための指針の整備等の措置を義務付ける。 

３ 施行期日 

  規則で定める日 
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尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設等の設備及び運営の基準を定める条例 

改正後 現 行

（題名） 

尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の設備

及び運営の基準等を定める条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、

児童福祉施設（助産施設、母子生活支援施設

及び保育所に限る。以下同じ。）の設備及び運

営の基準その他児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号。以下「法」という。）の施行につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法に

おける用語の意義による。 

（指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

の基準） 

第３条 法第２１条の５の４第１項第２号、第

２１条の５の１７第１項各号並びに第２１条

の５の１９第１項及び第２項の条例で定める

基準は、次項から第７項までに規定するもの

のほか、児童福祉法に基づく指定通所支援の

事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平

成２４年厚生労働省令第１５号。以下この条

において「省令」という。）に定める基準（省

令第３条第２項に規定する基準を除く。以下

（題名） 

尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設等の設

備及び運営の基準を定める条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号。以下「法」という。）第３４

条の８の２第１項の規定に基づき放課後児童

健全育成事業（法第６条の３第２項に規定す

る放課後児童健全育成事業をいう。以下同

じ。）の設備及び運営の基準を、法第３４条の

１６第１項の規定に基づき家庭的保育事業等

（法第２４条第２項に規定する家庭的保育事

業等をいう。以下同じ。）の設備及び運営の基

準を、法第４５条第１項の規定に基づき児童

福祉施設（助産施設（法第３６条に規定する

助産施設をいう。以下同じ。）、母子生活支援

施設（法第３８条に規定する母子生活支援施

設をいう。以下同じ。）及び保育所（法第３９

条第１項に規定する保育所をいう。以下同

じ。）に限る。以下同じ。）の設備及び運営の

基準を定めるものとする。 
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この条において「人員等基準」という。）（人

員等基準の特例として定められている基準が

ある場合には、その基準を含む。）のとおりと

する。この場合において、省令の規定（記録

の保存期間に係る規定として規則で定めるも

のに限る。）中「当該指定児童発達支援を提供

した日」とあるのは、「その完結の日」とする。

２ 指定障害児事業者等及び基準該当通所支援

の事業を行う者（以下「指定通所支援事業者

等」という。）は、障害児又は障害児の保護者

（以下「障害児等」という。）の意思及び人格

を尊重し、常に障害児等の立場に立ってサー

ビスを提供しなければならない。 

３ 指定障害児事業者等及びその指定通所支援

の事業を行う事業所の管理者並びに基準該当

通所支援の事業を行う者及び当該事業を行う

事業所の管理者は、暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条

第６号に規定する暴力団員及び尼崎市暴力団

排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号）

第２条第４号に規定する暴力団密接関係者

（以下「暴力団員等」という。）であってはな

らない。 

４ 指定通所支援の事業を行う事業所及び基準

該当通所支援の事業を行う事業所（以下「指

定通所支援事業所等」という。）は、その運営

について、暴力団対策法第２条第２号に規定

する暴力団及び暴力団員等（以下「暴力団等」

という。）の支配を受けてはならない。 

５ 指定通所支援事業者等（省令第５６条第１

項に規定する指定医療型児童発達支援事業

者、省令第７１条の８第１項に規定する指定

居宅訪問型児童発達支援事業者及び省令第７

３条第１項に規定する指定保育所等訪問支援

事業者に限る。）は、省令の規定（規則で定め

るものに限る。）による評価の結果を公表する
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よう努めなければならない。 

６ 指定通所支援事業者等は、省令の規定（規

則で定めるものに限る。）に規定する研修（以

下この項において「研修」という。）の実施計

画をその指定通所支援事業所等の従業者の職

務内容、経験等に応じて策定し、実施した研

修の記録を保管するとともに、必要に応じて

研修の内容の見直しを行うことにより、当該

従業者の計画的な育成に努めなければならな

い。 

７ 指定通所支援事業者等は、事故が発生した

場合に的確に対応し、又は事故の発生若しく

はその再発を防止するため、次の各号に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 事故が発生した場合の対応、事故の発生

又はその再発の防止等に関する指針を定め

ること。 

 事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事

実がその指定通所支援事業所等の管理者に

報告され、及びその原因の分析の結果に基

づき策定した改善策が当該指定通所支援事

業所等の従業者に周知される体制を整備す

ること。 

 定期的に、事故の発生又はその再発の防

止について、その協議を行うための会議を

開き、及びその指定通所支援事業所等の従

業者に対して研修を行うこと。 

（法第２１条の５の１５第３項第１号の条例で

定める者等） 

第４条 法第２１条の５の１５第３項第１号

（法第２１条の５の１６第４項及び第２１条

の５の２０第２項において準用する場合を含

む。）の条例で定める者は、児童福祉法施行規

則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１８条

の３４第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）に規定する基準による者で、暴
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力団等でないものとする。 

（放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基

準） 

第５条 法第３４条の８の２第１項の条例で定

める基準は、次項から第９項までに規定する

もののほか、放課後児童健全育成事業の設備

及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働

省令第６３号。以下この条及び付則第２項に

おいて「省令」という。）に定める基準（省令

第５条第４項、第６条及び第２１条に規定す

る基準を除く。以下この条において「設備運

営基準」という。）（設備運営基準の特例とし

て定められている基準がある場合には、その

基準を含む。）のとおりとする。 

（削る） 

（削る） 

２ 放課後児童健全育成事業を行う者（以下「放

課後児童健全育成事業者」という。）は、その

運営の内容について、自ら評価を行い、常に

改善を図らなければならない。 

（削る） 

３ 略 

（放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基

準） 

第２条 法第３４条の８の２第１項の条例で定

める基準は、次項から第１３項までに規定す

るもののほか、放課後児童健全育成事業の設

備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労

働省令第６３号。以下この条及び付則第２項

において「省令」という。）に定める基準（省

令第５条第４項、第６条及び第２１条に規定

する基準を除く。以下この条において「設備

運営基準」という。）（設備運営基準の特例と

して定められている基準がある場合には、そ

の基準を含む。）のとおりとする。 

２ 放課後児童健全育成事業を行う者（以下「放

課後児童健全育成事業者」という。）及び当該

放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放

課後児童健全育成事業所」という。）の長は、

暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団

対策法」という。）第２条第６号に規定する暴

力団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成２５

年尼崎市条例第１３号）第２条第４号に規定

する暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」

という。）であってはならない。 

３ 放課後児童健全育成事業所は、その運営に

ついて、暴力団対策法第２条第２号に規定す

る暴力団及び暴力団員等の支配を受けてはな

らない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、その運営の

内容について、自ら評価を行い、常に改善を

図らなければならない。 

５ 放課後児童健全育成事業者は、前項の規定

による評価の結果を公表するよう努めなけれ

ばならない。 

６ 略 
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 定期的に、前号の指針及び関係機関への

連絡体制をその放課後児童健全育成事業を

行う場所（以下「放課後児童健全育成事業

所」という。）の職員並びにその放課後児童

健全育成事業を利用している児童（以下こ

の条において「利用者」という。）及びその

家族に周知すること。 

４ 略 

（削る） 

（削る） 

５ 略 

６～８ 略 

９ 第３条第３項及び第５項から第７項までの

 定期的に、前号の指針及び関係機関への

連絡体制をその放課後児童健全育成事業所

の職員並びにその放課後児童健全育成事業

を利用している児童（以下この条において

「利用者」という。）及びその家族に周知す

ること。 

７ 略 

８ 放課後児童健全育成事業者は、省令第８条

第２項に規定する研修（以下この項において

「研修」という。）の実施計画をその放課後児

童健全育成事業所の職員の職務内容、経験等

に応じて策定し、実施した研修の記録を保管

するとともに、必要に応じて研修の内容の見

直しを行うことにより、当該職員の計画的な

育成に努めなければならない。 

９ 放課後児童健全育成事業者は、事故が発生

した場合に的確に対応し、又は事故の発生若

しくはその再発を防止するため、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。 

 事故が発生した場合の対応、事故の発生

又はその再発の防止等に関する指針を定め

ること。 

 事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事

実がその放課後児童健全育成事業所の長に

報告され、及びその原因の分析の結果に基

づき策定した改善策が当該放課後児童健全

育成事業所の職員に周知される体制を整備

すること。 

 定期的に、事故の発生又はその再発の防

止について、その協議を行うための会議を

開き、及びその放課後児童健全育成事業所

の職員に対して研修を行うこと。 

１０ 略 

１１～１３ 略 
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規定は放課後児童健全育成事業者について、

同条第４項の規定は放課後児童健全育成事業

所について準用する。この場合において、必

要な技術的読替えは、規則で定める。 

（家庭的保育事業等の設備及び運営の基準） 

第６条 

２ 家庭的保育事業、小規模保育事業又は事業

所内保育事業（以下「特定家庭的保育事業等」

という。）を行う者は、その連携施設（省令第

６条第１項に規定する連携施設をいう。以下

同じ。）から、当該連携施設に入所し、又は在

籍している乳児又は幼児で当該特定家庭的保

育事業等を利用していたものに関する保育状

況等の照会があったときは、当該照会に応じ

なければならない。 

３ 省令第２３条第１項の規定により家庭的保

育事業所（省令第２２条に規定する家庭的保

育事業を行う場所をいう。以下同じ。）に置く

こととされている家庭的保育者のうち少なく

とも１人は、保育士でなければならない。 

６ 第３条第３項、第６項及び第７項並びに前

条第３項から第６項までの規定は家庭的保育

事業等を行う者について、第３条第４項の規

定は家庭的保育事業等を行う事業所について

準用する。この場合において、必要な技術的

読替えは、規則で定める。 

（児童福祉施設の設備及び運営の基準） 

第７条 

３ 第３条第３項並びに第５条第３項、第５項

及び第６項の規定は児童福祉施設の設置者に

ついて、第３条第４項の規定は児童福祉施設

（家庭的保育事業等の設備及び運営の基準） 

第３条 

２ 家庭的保育事業（法第６条の３第９項に規

定する家庭的保育事業をいう。）、小規模保育

事業（同条第１０項に規定する小規模保育事

業をいう。以下同じ。）又は事業所内保育事業

（同条第１２項に規定する事業所内保育事業

をいう。以下同じ。）（以下「特定家庭的保育

事業等」という。）を行う者は、その連携施設

（省令第６条に規定する連携施設をいう。以

下同じ。）から、当該連携施設に入所し、又は

在籍している乳児又は幼児で当該特定家庭的

保育事業等を利用していたものに関する保育

状況等の照会があったときは、当該照会に応

じなければならない。 

３ 省令第２３条第１項の規定により家庭的保

育事業所（省令第２２条に規定する家庭的保

育事業を行う場所をいう。以下同じ。）に置く

こととされている家庭的保育者（法第６条の

３第９項第１号に規定する家庭的保育者をい

う。）のうち少なくとも１人は、保育士でなけ

ればならない。 

６ 前条第２項及び第６項から第１１項までの

規定は家庭的保育事業等を行う者について、

同条第３項の規定は家庭的保育事業等を行う

事業所について準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（児童福祉施設の設備及び運営の基準） 

第４条 

３ 第２条第２項、第６項、第１０項及び第１

１項の規定は児童福祉施設の設置者につい

て、同条第３項の規定は児童福祉施設につい
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について、第３条第５項及び第５条第２項の

規定は母子生活支援施設の設置者について、

第３条第６項及び第７項並びに第５条第４項

の規定は保育所等の設置者について準用す

る。この場合において、必要な技術的読替え

は、規則で定める。 

付 則 

２ 尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の

設備及び運営の基準を定める条例の一部を改

正する条例（平成２６年尼崎市条例第２７号。

以下「平成２６年改正条例」という。）の施行

の際現に存し、若しくは工事等のため供用が

休止されている放課後児童健全育成事業所又

は現に新築の工事中の建物で放課後児童健全

育成事業の用に供されるものについては、当

分の間、第５条第１項の規定にかかわらず、

省令第９条第２項及び第１０条第４項に規定

する基準（当該基準の特例として定められて

いる基準がある場合には、その基準を含む。）

は、適用しない。 

４ この条例の施行の際現に存し、若しくは工

事等のため供用が休止されている保育所（満

２歳に満たない者を入所させないものに限

る。以下この項において同じ。）又は現に新築

の工事中の建物で保育所の用に供されるもの

については、当分の間、第７条第１項の規定

にかかわらず、医務室を設けないことができ

る。 

て、同条第４項及び第５項の規定は母子生活

支援施設の設置者について、同条第７項から

第９項までの規定は保育所等の設置者につい

て準用する。この場合において、必要な技術

的読替えは、規則で定める。 

付 則 

２ 尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設の

設備及び運営の基準を定める条例の一部を改

正する条例（平成２６年尼崎市条例第２７号。

以下「平成２６年改正条例」という。）の施行

の際現に存し、若しくは工事等のため供用が

休止されている放課後児童健全育成事業所又

は現に新築の工事中の建物で放課後児童健全

育成事業の用に供されるものについては、当

分の間、第２条第１項の規定にかかわらず、

省令第９条第２項及び第１０条第４項に規定

する基準（当該基準の特例として定められて

いる基準がある場合には、その基準を含む。）

は、適用しない。 

４ この条例の施行の際現に存し、若しくは工

事等のため供用が休止されている保育所（満

２歳に満たない者を入所させないものに限

る。以下この項において同じ。）又は現に新築

の工事中の建物で保育所の用に供されるもの

については、当分の間、第４条第１項の規定

にかかわらず、医務室を設けないことができ

る。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３８号 所 管 保育施策推進担当 

件 名

尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律に基づく幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（平成３０年法律第６６号）の制定により、就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律が改正され、幼保連携型認定こども園

以外の認定こども園の認定に係る権限が都道府県から中核市へ移譲されるとともに、

その基準について、中核市が条例で定めることとされた。 

そのため、それらの認定に係る基準について、国の示す基準に従って新たに規定す

るものであるが、その内容については、現在権限を有する兵庫県の基準を継承するこ

とを基本とし、加えて、既に本市で規定している幼保連携型認定こども園の認可基準

に係る独自基準を適用させるもの。

２ 改正内容 

 条例の名称を「尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律に基づく認定こども園の認定の要件等を定める条例」に改めるととも

に、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に係る基準について、次のと

おり追加する。 

 現在権限を有する兵庫県の基準を採用するもの 

   学級編制、保育室及び遊戯室の面積要件に係る国基準を上回る基準、子どもの移

動時の安全の確保、苦情に対する措置及び屋外遊戯場の面積基準に係る既存施設特

例措置（幼稚園基準又は保育所基準のいずれかを満たしている場合に認定を可とす

るもの）について、現在の兵庫県条例での規定内容と同内容の規定を追加する。 

 幼保連携型認定こども園の認可基準と同じ基準を適用させるもの 

   幼保連携型認定こども園の認可基準として本市独自の基準を設けている項目に

ついて、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に係る基準としても適

用する。 

３ 施行期日 

平成３１年４月１日 
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尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保連

携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準を定める条例 

改正後 現 行

（題名） 

尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律に基づく認定

こども園の認定の要件等を定める条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」

という。）第３条第１項及び第３項の規定に基

づき認定こども園（幼保連携型認定こども園

を除く。以下同じ。）の認定の要件を、法第１

３条第１項の規定に基づき幼保連携型認定こ

ども園の学級の編制、職員、設備及び運営の

基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法に

おける用語の意義による。 

（認定こども園の認定の要件） 

第３条 法第３条第１項及び第３項の条例で定

める要件は、次項から第１５項までに規定す

るもののほか、法第３条第２項各号及び第４

項各号に定める基準並びに就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第３条第２項及び第４項の規定に

基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生

労働大臣が定める施設の設備及び運営に関す

る基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚

生労働省告示第２号。以下「告示」という。）

に定める基準（告示第４の５ただし書に規定

する基準を除く。以下この条において「設備

運営基準」という。）（設備運営基準の特例と

して定められている基準がある場合には、そ

の基準を含む。）に適合していることとする。

（題名） 

尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律に基づく幼保

連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営の基準を定める条例 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」

という。）第１３条第１項の規定に基づき、幼

保連携型認定こども園（法第２条第７項に規

定する幼保連携型認定こども園をいう。以下

同じ。）の学級の編制、職員、設備及び運営の

基準を定めるものとする。 

（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営の基準） 

第２条 法第１３条第１項の条例で定める基準

は、次項から第１２項までに規定するものの

ほか、幼保連携型認定こども園の学級の編制、

職員、設備及び運営に関する基準（平成２６

年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第１号。

以下「省令」という。）に定める基準（当該基

準の特例として定められている基準がある場

合には、その基準を含む。）のとおりとする。
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この場合において、告示第２の２中「３５人」

とあるのは、「３５人（満３歳以上満４歳未満

の子どもで編制される学級で学級担任が１人

であるものについては、２５人）」とする。 

２ 認定こども園の設置者及び長は、暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」

という。）第２条第６号に規定する暴力団員及

び尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市

条例第１３号）第２条第４号に規定する暴力

団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）

であってはならない。 

３ 認定こども園は、その運営について、暴力

団対策法第２条第２号に規定する暴力団及び

暴力団員等の支配を受けてはならない。 

４ 認定こども園の設置者は、自らその提供す

る教育及び保育等の質の評価を行い、常にそ

の改善を図らなければならない。 

５ 認定こども園の設置者は、定期的に外部の

者による評価を受けて、それらの結果を公表

し、常にその改善を図るよう努めなければな

らない。 

６ 認定こども園の設置者は、非常災害が発生

した場合に的確に対応するため、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。 

 定期的に、前号の指針及び関係機関への

連絡体制を当該認定こども園の職員並びに

当該認定こども園に在籍している子ども

（以下「園児」という。）及びその家族に周

知すること。 

７ 認定こども園の設置者は、傷病者に対する

応急手当等に関する講習で市長が指定するも

のを修了した者（当該講習を受けた日から２

年を経過しない者に限る。）を当該認定こども

２ 幼保連携型認定こども園の設置者及び園長

は、暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

力団対策法」という。）第２条第６号に規定す

る暴力団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成

２５年尼崎市条例第１３号）第２条第４号に

規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団員

等」という。）であってはならない。 

３ 幼保連携型認定こども園は、その運営につ

いて、暴力団対策法第２条第２号に規定する

暴力団及び暴力団員等の支配を受けてはなら

ない。 

４ 幼保連携型認定こども園の設置者は、自ら

その提供する教育及び保育等（法第２３条に

規定する教育及び保育等をいう。）の質の評価

を行い、常にその改善を図らなければならな

い。 

５ 幼保連携型認定こども園の設置者は、定期

的に外部の者による評価を受けて、それらの

結果を公表し、常にその改善を図るよう努め

なければならない。 

６ 幼保連携型認定こども園の設置者は、非常

災害が発生した場合に的確に対応するため、

次の各号に掲げる措置を講じなければならな

い。 

 定期的に、前号の指針及び関係機関への

連絡体制を当該幼保連携型認定こども園の

職員並びに当該幼保連携型認定こども園に

在籍している子ども（以下「園児」という。）

及びその家族に周知すること。 

７ 幼保連携型認定こども園の設置者は、傷病

者に対する応急手当等に関する講習で市長が

指定するものを修了した者（当該講習を受け

た日から２年を経過しない者に限る。）を当該
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園に常時配置するよう努めなければならな

い。 

８ 認定こども園の設置者は、告示第６の４に

規定する研修（以下この項において「研修」

という。）で実施したものの記録を保管すると

ともに、必要に応じて研修の内容の見直しを

行うことにより、当該認定こども園の職員の

計画的な育成に努めなければならない。 

９ 認定こども園の設置者は、事故が発生した

場合に的確に対応し、又は事故の発生若しく

はその再発を防止するため、次の各号に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事

実が当該認定こども園の長に報告され、及

びその原因の分析の結果に基づき策定した

改善策が当該認定こども園の職員に周知さ

れる体制を整備すること。 

 定期的に、事故の発生又はその再発の防

止について、その協議を行うための会議を

開き、及び当該認定こども園の職員に対し

て研修を行うこと。 

１０ 認定こども園の設置者は、園児に対する

処遇により事故が発生したときは、次の各号

に掲げる措置を講じなければならない。 

 当該事故が当該認定こども園の設置者の

責めに帰すべき事由によるものであり、か

つ、当該園児に損害が生じたときは、その

損害を賠償すること。 

１１ 認定こども園の設置者は、告示第４の７

本文に定めるところによりその園児に食事を

幼保連携型認定こども園に常時配置するよう

努めなければならない。 

８ 幼保連携型認定こども園の設置者は、省令

第１３条第１項において準用する児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年

厚生省令第６３号）第７条の２第２項に規定

する研修（以下この項において「研修」とい

う。）の実施計画を当該幼保連携型認定こども

園の職員の職務内容、経験等に応じて策定し、

実施した研修の記録を保管するとともに、必

要に応じて研修の内容の見直しを行うことに

より、当該職員の計画的な育成に努めなけれ

ばならない。 

９ 幼保連携型認定こども園の設置者は、事故

が発生した場合に的確に対応し、又は事故の

発生若しくはその再発を防止するため、次の

各号に掲げる措置を講じなければならない。 

 事故が発生した場合又はその危険性があ

る事態が生じた場合において、これらの事

実が当該幼保連携型認定こども園の園長に

報告され、及びその原因の分析の結果に基

づき策定した改善策が当該幼保連携型認定

こども園の職員に周知される体制を整備す

ること。 

 定期的に、事故の発生又はその再発の防

止について、その協議を行うための会議を

開き、及び当該幼保連携型認定こども園の

職員に対して研修を行うこと。 

１０ 幼保連携型認定こども園の設置者は、園

児に対する処遇により事故が発生したとき

は、次の各号に掲げる措置を講じなければな

らない。 

 当該事故が当該幼保連携型認定こども園

の設置者の責めに帰すべき事由によるもの

であり、かつ、当該園児に損害が生じたと

きは、その損害を賠償すること。 

１１ 省令第５条第４項の規定により幼保連携

型認定こども園に置くこととされている調理
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提供するときは、当該認定こども園に調理員

を置かなければならない。この場合において、

当該調理員のうち少なくとも１人は、栄養士

法（昭和２２年法律第２４５号）第２条第１

項に規定する栄養士の免許（以下「栄養士免

許」という。）を有する者又は調理師法（昭和

３３年法律第１４７号）第３条第１項に規定

する調理師の免許（以下「調理師免許」とい

う。）を有する者でなければならない。 

１２ 認定こども園の設置者は、日常的に関係

行政機関、医療機関等と相互に連携を図りな

がら、適切にその業務を行うことにより、園

児等が安心して当該認定こども園を利用する

ことができる体制の確保に努めなければなら

ない。 

１３ 告示第４の３の規定により幼稚園型認定

こども園（法第３条第１項の認定を受けた幼

稚園又は同条第３項の認定を受けた連携施設

をいう。以下同じ。）に設けられる保育室及び

遊戯室（満３歳以上の子どもに対する教育又

は保育を行うために設けられるものに限る。）

の面積は、次に掲げる基準に適合していなけ

ればならない。 

 保育室の面積は、１学級につき５３平方

メートル以上であること。 

 遊戯室（保育室及び遊戯室を兼用する場

合を含む。）の面積は、１００平方メートル

以上であること。 

１４ 認定こども園（幼稚園型認定こども園を

除く。以下この項において同じ。）の設置者は、

告示第４の６に定めるところにより屋外遊戯

場を当該認定こども園の付近にある適当な場

所に代えるときは、その園児が当該場所に移

動する際の安全を確保しなければならない。 

１５ 認定こども園（保育所型認定こども園（法

第３条第１項の認定を受けた保育所をいう。）

を除く。）の設置者は、その園児の保護者から

の苦情に迅速かつ適切に対応するために、当

員のうち少なくとも１人は、栄養士法（昭和

２２年法律第２４５号）第２条第１項に規定

する栄養士の免許を有する者又は調理師法

（昭和３３年法律第１４７号）第３条第１項

に規定する調理師の免許を有する者でなけれ

ばならない。 

１２ 幼保連携型認定こども園の設置者は、日

常的に関係行政機関、医療機関等と相互に連

携を図りながら、適切にその業務を行うこと

により、園児等が安心して当該幼保連携型認

定こども園を利用することができる体制の確

保に努めなければならない。 
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該苦情を受け付けるための窓口の設置その他

の必要な措置を講じなければならない。 

（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営の基準） 

第４条 法第１３条第１項の条例で定める基準

は、次項から第４項までに規定するもののほ

か、幼保連携型認定こども園の学級の編制、

職員、設備及び運営に関する基準（平成２６

年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第１号。

以下「省令」という。）に定める基準（当該基

準の特例として定められている基準がある場

合には、その基準を含む。）のとおりとする。

２ 幼保連携型認定こども園の設置者は、省令

第１３条第１項において準用する児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年

厚生省令第６３号）第７条の２第２項に規定

する研修（以下この項において「研修」とい

う。）の実施計画を当該幼保連携型認定こども

園の職員の職務内容、経験等に応じて策定し、

実施した研修の記録を保管するとともに、必

要に応じて研修の内容の見直しを行うことに

より、当該職員の計画的な育成に努めなけれ

ばならない。 

３ 省令第５条第４項の規定により幼保連携型

認定こども園に置くこととされている調理員

のうち少なくとも１人は、栄養士免許を有す

る者又は調理師免許を有する者でなければな

らない。 

４ 前条第２項、第４項から第７項まで、第９

項、第１０項及び第１２項の規定は幼保連携

型認定こども園の設置者について、同条第３

項の規定は幼保連携型認定こども園について

準用する。この場合において、必要な技術的

読替えは、規則で定める。 

付 則 

（認定こども園の認定の要件の特例） 

２ 尼崎市就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律に基づ

付 則 
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く幼保連携型認定こども園の学級の編制、職

員、設備及び運営の基準を定める条例の一部

を改正する条例（平成３１年尼崎市条例第  

号。以下「平成３１年改正条例」という。）の

施行の日（以下「平成３１年改正条例施行日」

という。）の前日において幼稚園又は保育所等

（以下この項において「幼稚園等」という。）

を設置していた者が、平成３１年改正条例施

行日以後に、当該幼稚園等と同一の所在場所

において当該幼稚園等の設備を用いて運営す

る幼稚園等について法第３条第１項又は第３

項の認定を受ける場合におけるその認定に係

る認定こども園の屋外遊戯場の面積は、告示

第４の５本文の規定にかかわらず、告示第４

の５ １又は２に掲げる基準のいずれかに適

合していなければならない。 

３ 平成３１年改正条例の施行の際現に存する

認定こども園（第３条第１２項に規定する基

準に適合しているものを除く。）については、

平成３６年３月３１日までの間、同項の規定

は、適用しない。 

（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営の基準の特例） 

４ この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）の前日において学校教育法（昭和２２年

法律第２６号）第１条に規定する幼稚園又は

尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設等の

設備及び運営の基準を定める条例（平成２４

年尼崎市条例第５５号）付則第６項に規定す

る保育所（以下「幼稚園等」という。）を設置

していた者が、施行日以後に当該幼稚園等を

廃止し、かつ、当該幼稚園等と同一の所在場

所において当該幼稚園等の設備を用いて設置

する幼保連携型認定こども園については、施

行日から起算して５年を経過する日までの

間、第４条第３項の規定は、適用しない。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）の前日において学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園又

は尼崎市児童福祉法に基づく児童福祉施設等

の設備及び運営の基準を定める条例（平成２

４年尼崎市条例第５５号）付則第６項に規定

する保育所（以下「幼稚園等」という。）を

設置していた者が、施行日以後に当該幼稚園

等を廃止し、かつ、当該幼稚園等と同一の所

在場所において当該幼稚園等の設備を用いて

設置する幼保連携型認定こども園について

は、施行日から起算して５年を経過する日ま

での間、第２条第１１項の規定は、適用しな

い。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３９号 所 管 国保年金管理担当 

件 名 尼崎市国民健康保険事業基金条例について 

内       容

１ 制定理由 

  本市の国民健康保険事業費会計において生じる剰余金について、確実かつ有利な方

法により運用するとともに、国民健康保険事業の財政の健全な運営を図るため、地方

自治法第２４１条の規定に基づく尼崎市国民健康保険事業基金を設置するための条

例を制定するもの。 

２ 主な制定内容 

 基金の額（第２条） 

基金に積み立てる額について、毎年度国民健康保険事業費会計歳入歳出予算で定

める額とする。 

 管理（第３条） 

基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管することを義務付けるとともに、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができることとする。 

 処分（第６条） 

基金は、次のアからエに掲げる場合に限り、処分することができることとする。

  ア 国民健康保険事業に要する経費の財源が不足する場合において、その不足を補

うための財源に充てるとき。

  イ 市が行う国民健康保険の保険料率が著しく増加することが見込まれる場合に

おいて、その増加を緩和するための財源に充てるとき。

  ウ 被保険者の健康の保持増進を図るため、保健事業に要する経費の財源に充てる

とき。

  エ 上記のほか、国民健康保険事業の財政の健全な運営を図るために必要があると

市長が認める経費の財源に充てるとき。 

３ 施行期日 

  平成３１年４月１日 
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（議案説明資料）

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４０号 所 管 農政課 

件 名 尼崎市武庫川六樋かんがい施設使用料条例を廃止する条例について 

内       容

１ 廃止理由 

武庫川六樋かんがい施設の使用料を廃止するとともに、農地面積及び農家戸数の減

少等、本市の農業を取り巻く環境の推移を勘案する中で、尼崎市武庫川六樋水利運営

協議会については、その役割を果たしたものと判断し、同協議会を廃止するため、本

条例を廃止するもの。 

２ 施行期日 

公布の日 
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尼崎市武庫川六樋かんがい施設使用料条例 

現 行

（設置の目的） 

第１条 尼崎市武庫川六樋かんがい施設（以下「施設」という。）は、その配水区域にある農耕

地のかんがいを目的としてこれを設置する。 

２ 前項の配水区域は、市長が別に指定する。 

（使用料の徴収） 

第２条 前条の区域内で、田又は畑の耕作権を有する者若しくはこれに準ずる者に対しては、次

に掲げるものを除く外、この条例の定めるところにより、使用料を徴収する。 

 この施設の余水区域に田又は畑を有する者 

 他の用水施設に依存している者 

第３条 使用料は、毎年４月４日から翌年４月３１日までを１期として、これを徴収する。 

（使用料の額） 

第４条 使用料の額は、次の通りとする。但し、徴収額は、毎年度予算をもつて、これを定める。

田又は畑 １０アールにつき 期額１００円以内 

２ 前項の場合において、反位未満の端数があるときは、反当りの期額に、その端数を乗じて得

た金額をもつて、使用料の額とする。 

３ 使用料算定の基礎となるべき田又は畑の面積は、市長がこれを定める。 

（賦課期日） 

第５条 使用料は、毎年６月１日現在で、第２条の該当者に対し、これを賦課し、納額告知書に

より通知する。 

２ 前項の賦課期日後において、該当事実に異動が生じても、これを変更しない。 

（納期） 

第６条 使用料の納期は、毎年７月１日から８月末日までとする。但し、市長が必要と認めると

きは、これを変更することがある。 

（使用料の減免） 

第７条 市長は、特別の事由があると認めるときは、使用料を減免することができる。 

（使用の制限又は停止） 

第８条 次の各号の一に該当するときは、市長は、施設の使用を制限し、又は停止することがあ

る。 

 この条例及びこれに基く規則に違反したとき。 

 かんがい以外の目的に使用し、且つ、かんがいに支障があると認めるとき。 

 公益上の必要があるとき。 

 前各号の外、市長において必要があると認めるとき。 

（武庫川六樋水利運営協議会の設置） 

第９条 施設の使用に関し市長の諮問に応じ、又は意見を具申するため、尼崎市武庫川六樋水利

運営協議会を置く。 

２ 前項の協議会の組織、運営その他重要な事項については、市長がこれを定める。 
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（施行規則） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が、別に、これを定める。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４１号 所 管 地方卸売市場 

件 名 尼崎市公設地方卸売市場業務条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  平成３１年１０月から予定されている消費税率の改定へ対応し、地方卸売市場にて

取引される使用料のうち、課税対象となるものについて所要の整備を行うもの。 

２ 改正内容 

  課税対象となる使用料の上限について、次のとおり改める。 

種別 改正後 現行 

卸売場使用料 ２３１円／月 ２２７円／月

低温卸売場使用料 ９７０円／月 ９５３円／月

仲卸売場使用料 １，４９６円／月 １，４６９円／月

指定事業者営業所使用料 ６７１円／月 ６５９円／月

関連事業者営業所使用料 １，９５８円／月 １，９２２円／月

事務所使用料 １，２１０円／月 １，１８８円／月

倉庫使用料 １，４１９円／月 １，３９３円／月

発酵庫使用料 ７４８円／月 ７３４円／月

加工場使用料 １，３７５円／月 １，３５０円／月

冷蔵庫1号使用料 ７５１，３００円／月 ７３７，６４０円／月

冷蔵庫2号使用料 ９２４，０００円／月 ９０７，２００円／月

保冷庫使用料 ２，１３４円／月 ２，０９５円／月

買荷保管所使用料 ３８５円／月 ３７８円／月

特設駐車場使用料 ７，１５０円／月 ７，０２０円／月

土地使用料 ２９７円／月 ２９２円／月

 ※１平方メートル（冷蔵庫については１棟、駐車場については１台）あたりの使用料

３ 施行期日 

  平成３１年１０月１日 
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尼崎市公設地方卸売市場業務条例 

改正後 現 行

別表 

種別 金額 

卸売場使用

料 

1月1平方メートルにつき 231円 

低温卸売場

使用料 

1月1平方メートルにつき 970円 

仲卸売場使

用料 

1月1平方メートルにつき 1,496円

指定事業者

営業所使用

料 

1月1平方メートルにつき 671円 

関連事業者

営業所使用

料 

1月1平方メートルにつき 1,958円

事務所使用

料 

1月1平方メートルにつき 1,210円

倉庫使用料 1月1平方メートルにつき 1,419円

発酵庫使用

料 

1月1平方メートルにつき 748円 

加工場使用

料 

1月1平方メートルにつき 1,375円

冷蔵庫 1号

使用料 

1月につき 751,300円 

冷蔵庫 2号

使用料 

1月につき 924,000円 

保冷庫使用

料 

1月1平方メートルにつき 2,134円

買荷保管所

使用料 

1月1平方メートルにつき 385円 

特設駐車場

使用料 

1月1台につき 7,150円 

土地使用料 1月1平方メートルにつき 297円 

別表 

種別 金額 

卸売場使用

料 

1月1平方メートルにつき 227円 

低温卸売場

使用料 

1月1平方メートルにつき 953円 

仲卸売場使

用料 

1月1平方メートルにつき 1,469円

指定事業者

営業所使用

料 

1月1平方メートルにつき 659円 

関連事業者

営業所使用

料 

1月1平方メートルにつき 1,922円

事務所使用

料 

1月1平方メートルにつき 1,188円

倉庫使用料 1月1平方メートルにつき 1,393円

発酵庫使用

料 

1月1平方メートルにつき 734円 

加工場使用

料 

1月1平方メートルにつき 1,350円

冷蔵庫 1号

使用料 

1月につき 737,640円 

冷蔵庫 2号

使用料 

1月につき 907,200円 

保冷庫使用

料 

1月1平方メートルにつき 2,095円

買荷保管所

使用料 

1月1平方メートルにつき 378円 

特設駐車場

使用料 

1月1台につき 7,020円 

土地使用料 1月1平方メートルにつき 292円 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４２号 所 管 業務課 

件 名 尼崎市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

 行政サービスを利用する特定の受益者に応分の負担を求める受益者負担の観点を

考慮して設定すべき使用料及び手数料については、３年毎に原価率の実態調査を行

い、必要な単価の改定を実施しており、今年度の実態調査にあたっては、平成３１年

１０月から予定されている消費税率の改定についても考慮して原価率を算出した。 

その結果、原価率が１１０％を超える項目については、原則として、改定を行うべ

きと判断し、本条例に規定する項目のうち、該当する一般廃棄物処理手数料について

改定を行うもの。 

なお、改定にあたっては、激変緩和の観点等を踏まえ、改定率が２０％を超えない

範囲での実施とする。 

２ 改正内容 

種別 
手数料 

改定後 現行 

臨時に収集するし尿 5,700 円/回 4,800 円/回 

事業活動に伴って、1月平

均 600  以上排出される

し尿 

16,800 円/月（1,000  を

超える場合は、840 円/30

を加えて得た額） 

14,000 円/月（1,000  を

超える場合は、700 円/30

を加えて得た額） 

３ 施行期日 

 平成３１年１０月１日 
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尼崎市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

改正後 現 行 

別表第１ 

種別 手数料 

１ 臨時に収集する一

般家庭から排出され

るごみ（特定家庭用

機 器 廃 棄 物 を 除

く。）、燃え殻等 

1世帯1回につき 5,400円

２ 一般家庭から排出

されるごみのうち、

大型ごみとして規則

で定めるもの及び特

定家庭用機器廃棄物

2,400円以内で品目ごとに

規則で定める額 

３ 臨時に収集するし

尿 

1回につき 5,700円 

４ 事業活動に伴って

1月平均600リットル

以上排出されるし尿

１月につき 16,800円（１

月に収集したし尿（臨時に

収集したものを含む。）の

量が1,000リットルを超え

る場合は、16,800円に、そ

の超える量について30リ

ットルにつき840円の割合

で計算した額を加えて得

た額） 

５ 犬、猫等の死体 1頭につき 2,700円 

摘要 

１ 臨時に収集する一般家庭から排出されるご

みのうちに大型ごみとして規則で定めるもの

が含まれる場合は、当該大型ごみに係る手数

料は、無料とする。 

種別 手数料 

別表第１ 

種別 手数料 

臨時に収集する一般家

庭から排出されるごみ

（特定家庭用機器廃棄

物を除く。以下同じ。）、

燃え殻等 

1世帯1回につき 5,400円

一般家庭から排出され

るごみのうち大型ごみ

として規則で定めるも

の 

2,400円以内で品目ごとに

規則で定める額 

一般家庭から排出され

る特定家庭用機器廃棄

物 

2,400円以内で品目ごとに

規則で定める額 

臨時に収集する一般家

庭から排出されるし尿

1回につき 4,800円 

臨時に収集する事業活

動に伴って排出される

し尿 

1回につき 4,800円 

事業活動に伴って、1

月平均600リットル以

上排出されるし尿 

1,000リットル（臨時に収

集したし尿の量を含む。以

下同じ。）以下 14,000円

1,000リットルを超える場

合は、当該超える量が30リ

ットル増すごとに700円を

加えて得た額 

犬、猫等の死体 1頭につき 2,700円 

摘要 臨時に収集する一般家庭から排出されるご

みの中に大型ごみとして規則で定めるものが含

まれる場合は、当該大型ごみに係る手数料は、

無料とする。 
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２ １月に収集した事業活動に伴って排出され

るし尿の量が１,０００リットルを超える場

合において、その超える量が３０リットルに

満たないとき又は当該量に３０リットルに満

たない端数があるときは、これらを切り捨て

る。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４３号 所 管 クリーンセンター 

件 名 尼崎市立クリーンセンター条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

 行政サービスを利用する特定の受益者に応分の負担を求める受益者負担の観点を

考慮して設定すべき使用料及び手数料については、３年毎に原価率の実態調査を行

い、必要な単価の改定を実施しており、今年度の実態調査にあたっては、平成３１年

１０月から予定されている消費税率の改定についても考慮して原価率を算出した。 

その結果、原価率が１１０％を超える項目については、原則として、改定を行うべ

きと判断し、本条例に規定する項目のうち、該当するクリーンセンター使用料につい

て改定を行うもの。 

なお、改定にあたっては、激変緩和の観点等を踏まえ、改定率が２０％を超えない

範囲での実施とする。 

２ 改正内容 

種別 
使用料 

改定後 現行 

ごみ、燃え殻等 １０３円/１０㎏ ８６円/１０㎏ 

ごみ、燃え殻等 

（事業活動に伴って生ずるもの） 
１２３円/１０㎏ １０３円/１０㎏ 

ふん尿 ２９円/３０ ２６円/３０ 

犬、猫等の死体 １，３００円/頭 １，１００円/頭 

３ 施行期日 

 平成３１年１０月１日 
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尼崎市立クリーンセンター条例 

改正後 現 行

（使用料） 

第６条 前条の許可を受けた者は、次表に定める

使用料を納付しなければならない。 

種 別 使用料 

１ ごみ、

燃え殻等 

１０キログラムにつき １０３

円（事業活動に伴って生ずるも

のにあっては、１２３円） 

２ ふん尿 ３０リットルにつき ２９円 

３ 犬、猫

等の死体 

１頭につき １，３００円 

摘要 

 １ 搬入されたごみ、燃え殻等の量が１０キ

ログラムに満たないとき又は当該量に１

０キログラムに満たない端数があるとき

は、これらを１０キログラムとする。 

 ２ 搬入されたふん尿の量が３０リットル

に満たないとき又は当該量に３０リット

ルに満たない端数があるときは、これらを

３０リットルとする。 

（使用料） 

第６条 前条の規定により使用の許可を受けた

者は、次表に定める使用料を納付しなければな

らない。 

種 別 単 位 使用料 備 考 

ごみ、燃え

殻等 

１０キ

ログラ

ムにつ

き 

８６円

（事業活動

に伴って生

ずるものに

あっては、

１０３円） 

１０キログ

ラム未満の

もの又は１

０キログラ

ム未満の端

数は、１０

キログラム

とみなす。 

ふん尿 ３０リ

ットル

につき

２６円 ３０リット

ル未満のも

の又は３０

リットル未

満 の 端 数

は、３０リ

ットルとみ

なす。 

犬、猫等の

死体 

１頭に

つき 

１，１００

円 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４４号 所 管
建築指導課、住宅・住まい

づくり支援課 

件 名
建築基準法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

について 

内       容

１ 改正理由 

建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）が制定され、建蔽率

規制の合理化による許可制度、既存建築物の用途変更に係る全体計画認定制度及び一

時的に他の用途に転用する場合の制限の緩和に係る許可制度の導入がなされるため、

尼崎市建築物等関係事務手数料条例にそれらの許可等の申請に係る審査手数料を徴

収するための規定を追加するもの。 

併せて、建築基準法の改正による引用条項のずれに伴う所要の整備を行うもの。 

２ 改正の対象となる条例 

 尼崎市猪名寺駅前東地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

 あまがさき緑遊新都心東地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

 尼崎市建築物等関係事務手数料条例 

３ 主な改正内容 

 建蔽率規制の合理化による許可制度の導入に伴う改正

特定行政庁が前面道路の境界線から後退した壁面線の指定をした場合等で、特定

行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許可した範囲内において建

蔽率を緩和できる許可制度の導入に対応し、その許可申請に対する審査手数料を１

件３３，０００円とする。 

 既存建築物の用途変更に係る全体計画認定制度の導入に伴う改正 

用途変更に伴う工事を行う場合、増築等と同様に、特定行政庁が全体計画を認定

することで、段階的・計画的な改修が可能になる認定制度の導入に対応し、その認

定又は変更の認定申請に対する審査手数料を１件２７，０００円とする。

 一時的に他の用途に転用する場合の制限の緩和の許可制度の導入に伴う改正 

既存建築物を一時的に他の用途に転用する場合、仮設建築物の新築等と同様に、

一部の規定を緩和する許可制度の導入に対応し、その許可申請に対する審査手数料

として、興行場等の許可申請に対する審査手数料を１件１２０，０００円、特別興

業場等の許可申請に対する審査手数料を１件１６０，０００円とする。 

 建築基準法の改正による引用条項のずれに伴う所要の整備 

建築基準法からの引用部分のうち、「法第５３条第５項」を「法第５３条第６項」

に、「法第８７条の２」を「法第８７条の４」に改める。 

４ 施行期日 建築基準法の一部を改正する法律の施行の日 

85



尼崎市猪名寺駅前東地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

改正後 現 行 

（建築面積の敷地面積に対する割合） 

第４条 適用区域内においては、建築物の建築

面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場

合においては、その建築面積の合計）の敷地

面積に対する割合は、１０分の５（尼崎市建

築基準法施行細則（昭和４０年尼崎市規則第

６８号）第１９条各号に掲げる敷地内にある

建築物にあっては、１０分の６）を超えては

ならない。ただし、敷地面積が３００平方メ

ートル未満である建築物及び法第５３条第６

項第２号又は第３号に該当する建築物につい

ては、この限りでない。 

（建築面積の敷地面積に対する割合） 

第４条 適用区域内においては、建築物の建築

面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場

合においては、その建築面積の合計）の敷地

面積に対する割合は、１０分の５（尼崎市建

築基準法施行細則（昭和４０年尼崎市規則第

６８号）第１９条各号に掲げる敷地内にある

建築物にあっては、１０分の６）を超えては

ならない。ただし、敷地面積が３００平方メ

ートル未満である建築物及び法第５３条第５

項第２号又は第３号に該当する建築物につい

ては、この限りでない。 
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あまがさき緑遊新都心東地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

改正後 現 行 

（建築面積の敷地面積に対する割合） 

第４条 適用区域内における建築物の建築面積

（同一敷地内に２以上の建築物がある場合に

おいては、その建築面積の合計）の敷地面積

に対する割合は、駅前街区内にあっては１０

分の７、東街区内にあっては１０分の４を超

えてはならない。ただし、法第５３条第６項

第２号又は第３号に該当する建築物について

は、この限りでない。 

（建築面積の敷地面積に対する割合） 

第４条 適用区域内における建築物の建築面積

（同一敷地内に２以上の建築物がある場合に

おいては、その建築面積の合計）の敷地面積

に対する割合は、駅前街区内にあっては１０

分の７、東街区内にあっては１０分の４を超

えてはならない。ただし、法第５３条第５項

第２号又は第３号に該当する建築物について

は、この限りでない。 
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尼崎市建築物等関係事務手数料条例 

改正後 現 行 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額

は、次のとおりとする。 

(2) 建築基準法第８７条の４において準用

する同法第６条第１項の規定に基づく建築

設備に関する確認の申請に対する審査又は

同法第８７条の４において準用する同法第

１８条第２項の規定に基づく建築設備に関

する計画の通知に対する審査 

(5) 建築基準法第８７条の４において準用

する同法第７条第４項又は第１８条第１７

項の規定に基づく建築設備に関する完了の

検査 １件 １９，０００円（小荷物専用

昇降機にあっては、１１，０００円） 

(18)の２ 建築基準法第５３条第５項の規定

に基づく建築物の建蔽率に関する特例の許

可の申請に対する審査 １件 ３３，００

０円 

(18)の３ 建築基準法第５３条第６項第３号

の規定に基づく建築物の建蔽率に関する制

限の適用除外に係る許可の申請に対する審

査 １件 ３３，０００円 

 (39)の２ 建築基準法第８６条の８第１項若

しくは第８７条の２第１項の規定に基づく

全体計画の認定又は同法第８６条の８第３

項（同法第８７条の２第２項において準用

する場合を含む。）の規定に基づく全体計

画の変更の認定の申請に対する審査 １件

２７，０００円 

(39)の３ 建築基準法第８７条の３第５項の

規定に基づく興行場等の使用の許可の申請

に対する審査 １件 １２０，０００円 

(39)の４ 建築基準法第８７条の３第６項の

規定に基づく特別興行場等の使用の許可の

申請に対する審査 １件 １６０，０００

円 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額

は、次のとおりとする。 

(2) 建築基準法第８７条の２において準用

する同法第６条第１項の規定に基づく建築

設備に関する確認の申請に対する審査又は

同法第８７条の２において準用する同法第

１８条第２項の規定に基づく建築設備に関

する計画の通知に対する審査 

(5) 建築基準法第８７条の２において準用

する同法第７条第４項又は第１８条第１７

項の規定に基づく建築設備に関する完了の

検査 １件 １９，０００円（小荷物専用

昇降機にあっては、１１，０００円） 

(18)の２ 建築基準法第５３条第５項第３号

の規定に基づく建築物の建蔽率に関する制

限の適用除外に係る許可の申請に対する審

査 １件 ３３，０００円 

(39)の２ 建築基準法第８６条の８第１項の

規定に基づく全体計画の認定又は同条第３

項の規定に基づく全体計画の変更の認定の

申請に対する審査 １件 ２７，０００円 
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(39)の５ 高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）第１７条第４項（同法第１８条第

２項において準用する場合を含む。）の規

定による申出を行う場合における審査 １

件 第１号に定める額に相当する額（当該

申出のあった特定建築物の建築等の計画

に、建築基準法第８７条の４に規定する建

築設備に係る部分が含まれる場合にあって

は第２号に定める額に相当する額を、同法

第８８条第１項に規定する工作物に係る部

分が含まれる場合にあっては第３号に定め

る額に相当する額を、第１号に定める額に

相当する額に加えて得た額） 

(39)の６ 略 

(62) 長期優良住宅法第６条第２項（長期優

良住宅法第８条第２項において準用する場

合を含む。）の規定による申出を行う場合

における審査 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める額 

ア 一戸建ての住宅等に係るものである場

合 第５９号、第５９号の３、第６０号、

第６１号、第６１号の３から第６１号の

５まで又は前号に定める額に、第１号に

定める額に相当する額（当該申出のあっ

た計画に、建築基準法第８７条の４に規

定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当す

る額を、同法第８８条第１項に規定する

工作物に係る部分が含まれる場合にあっ

ては第３号に定める額に相当する額を、

当該第１号に定める額に相当する額に加

えて得た額。イにおいて同じ。）を加算

して得た額 

(71) 低炭素化促進法第５４条第２項（低炭

素化促進法第５５条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う

場合における審査 第６７号から第７０号

(39)の３ 高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）第１７条第４項（同法第１８条第

２項において準用する場合を含む。）の規

定による申出を行う場合における審査 １

件 第１号に定める額に相当する額（当該

申出のあった特定建築物の建築等の計画

に、建築基準法第８７条の２に規定する建

築設備に係る部分が含まれる場合にあって

は第２号に定める額に相当する額を、同法

第８８条第１項に規定する工作物に係る部

分が含まれる場合にあっては第３号に定め

る額に相当する額を、第１号に定める額に

相当する額に加えて得た額） 

(39)の４ 略 

(62) 長期優良住宅法第６条第２項（長期優

良住宅法第８条第２項において準用する場

合を含む。）の規定による申出を行う場合

における審査 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める額 

ア 一戸建ての住宅等に係るものである場

合 第５９号、第５９号の３、第６０号、

第６１号、第６１号の３から第６１号の

５まで又は前号に定める額に、第１号に

定める額に相当する額（当該申出のあっ

た計画に、建築基準法第８７条の２に規

定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当す

る額を、同法第８８条第１項に規定する

工作物に係る部分が含まれる場合にあっ

ては第３号に定める額に相当する額を、

当該第１号に定める額に相当する額に加

えて得た額。イにおいて同じ。）を加算

して得た額 

(71) 低炭素化促進法第５４条第２項（低炭

素化促進法第５５条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う

場合における審査 第６７号から第７０号
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までに定める額に、第１号に定める額に相

当する額（当該申出のあった新築等計画又

は計画変更に、建築基準法第８７条の４に

規定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当する

額を、同法第８８条第１項に規定する工作

物に係る部分が含まれる場合にあっては第

３号に定める額に相当する額を、当該第１

号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 

(76) 建築物省エネ法第３０条第２項（建築

物省エネ法第３１条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う

場合における審査 第７２号から第７５号

までに定める額に、第１号に定める額に相

当する額（当該申出のあった性能向上計画

又は計画変更に、建築基準法第８７条の４

に規定する建築設備に係る部分が含まれる

場合にあっては第２号に定める額に相当す

る額を、同法第８８条第１項に規定する工

作物に係る部分が含まれる場合にあっては

第３号に定める額に相当する額を、当該第

１号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 

までに定める額に、第１号に定める額に相

当する額（当該申出のあった新築等計画又

は計画変更に、建築基準法第８７条の２に

規定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当する

額を、同法第８８条第１項に規定する工作

物に係る部分が含まれる場合にあっては第

３号に定める額に相当する額を、当該第１

号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 

(76) 建築物省エネ法第３０条第２項（建築

物省エネ法第３１条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う

場合における審査 第７２号から第７５号

までに定める額に、第１号に定める額に相

当する額（当該申出のあった性能向上計画

又は計画変更に、建築基準法第８７条の２

に規定する建築設備に係る部分が含まれる

場合にあっては第２号に定める額に相当す

る額を、同法第８８条第１項に規定する工

作物に係る部分が含まれる場合にあっては

第３号に定める額に相当する額を、当該第

１号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４５号 所 管 住宅管理担当 

件 名 尼崎市営住宅の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（平成２９年法律第２５号）の制定により、公営住宅法が改正され、認

知症である者等の収入申告義務の免除が可能となったため、当該改正内容に合わせた

規定の整備を行うもの。 

  あわせて、収入超過者等に対する的確な対応を図る観点から、必要な収入申告がな

い市営住宅等の入居者について、市の調査により把握した収入額をもって収入を認定

するための規定整備を行うもの。 

２ 改正の対象となる条例 

 尼崎市営住宅の設置及び管理に関する条例 

 尼崎市改良住宅の設置及び管理に関する条例 

 尼崎市コミュニティ住宅の設置及び管理に関する条例 

 尼崎市再開発住宅の設置及び管理に関する条例 

 尼崎市従前居住者用住宅の設置及び管理に関する条例 

３ 主な改正内容 

 認知症患者等の入居者の家賃決定に係る特例措置 

   市営住宅等の入居者の家賃について、現行では、入居者の毎年度の収入申告をも

とに決定することを原則としているが、認知症患者等の入居者からの収入申告等が

困難と認める場合については、市長が官公署の書類の閲覧等により把握する収入状

況をもって定めることを可能とする。 

 収入超過者等の認定 

   必要な収入申告がない入居者に対する収入超過者等の認定について、市長が別に

定めるところにより認定した収入の額をもって実施するよう改める。 

４ 施行期日 

  平成３１年４月１日。 

なお、認知症患者等の入居者の家賃決定に係る特例措置及び収入超過者等の認定に

ついては、平成３２年４月分以後の家賃の算出より適用する。 
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尼崎市営住宅の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行

（家賃の決定） 

第１７条 市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、

次条第２項の規定により認定された収入の額

に基づき、近傍同種の住宅の家賃の額（毎年

度、令第３条に規定する方法により算出した

額をいう。以下同じ。）以下で令第２条に規定

する方法により算出した額とする。ただし、

入居者から次条第１項の規定による申告がな

い場合において、当該入居者に対し第３５条

第１項の規定による報告の請求を行ったにも

かかわらず当該入居者がその請求に応じない

ときは、当該入居者の市営住宅の毎月の家賃

は、近傍同種の住宅の家賃の額とする。 

２ 入居者（法第１６条第４項の国土交通省令

で定める者のいずれかに該当する者に限る。

以下この項及び次条第３項において同じ。）が

同条第１項の規定による申告をすること及び

第３５条第１項の規定による報告の請求に応

じることが困難な事情にあると市長が認める

場合における当該入居者の市営住宅の毎月の

家賃は、前項の規定にかかわらず、毎年度、

次条第３項において読み替えて準用する同条

第２項の規定により認定された収入の額に基

づき、近傍同種の住宅の家賃の額以下で令第

２条に規定する方法により算出した額とす

る。 

３ 入居決定者に係る市営住宅の入居可能日の

属する年度における毎月の家賃は、前２項の

規定にかかわらず、第１２条第１項第１号の

規定により当該入居決定者から提出された同

号の収入の申告書により市長が認定した収入

の額に基づき、近傍同種の住宅の家賃の額以

下で令第２条に規定する方法により算出した

額とする。 

４ 前各項の規定を適用する場合における令第

２条第１項第４号の数値は、規則で定める。 

（家賃の決定） 

第１７条 市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、

次条第２項の規定により認定された収入に基

づき、近傍同種の住宅の家賃（毎年度、令第

３条に規定する方法により算出した額をい

う。以下同じ。）以下で令第２条に規定する方

法により算出した額とする。ただし、入居者

からの次条第１項の規定による収入の申告が

ない場合において、第３５条第１項の規定に

よる請求を行ったにもかかわらず、入居者が

その請求に応じないときは、当該市営住宅の

家賃は、近傍同種の住宅の家賃とする。 

２ 前項の規定を適用する場合における令第２

条第１項第４号の数値は、規則で定める。 

３ 入居決定者に係る市営住宅の入居可能日の

属する年度の毎月の家賃は、第１２条第１項

第１号の規定により当該者から提出された収

入の申告書に基づき、市長が収入の額を認定

し、第１項に規定する方法により算出した額

とする。 
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（収入の申告等） 

第１８条 

２ 市長は、前項の規定による申告があったと

きは、当該申告に基づきその入居者の収入の

額を認定し、当該額を当該入居者に通知する

ものとする。 

３ 前項の規定は、前条第２項に規定する場合

において市長が法第１６条第４項の国土交通

省令で定める方法により入居者の収入を把握

したときについて準用する。この場合におい

て、前項中「当該申告」とあるのは、「その把

握したところ」と読み替えるものとする。 

（収入超過者等の認定） 

第２８条 市長は、毎年度、入居者が市営住宅

に引き続き３年以上入居している場合におい

て、当該入居者に係る第１８条第２項（同条

第３項において読み替えて準用する場合を含

む。次項において同じ。）の規定により認定し

た収入の額（同条第１項の規定による申告が

ない場合（第１７条第２項に規定する場合を

除く。）にあっては、市長が別に定めるところ

により認定した収入の額。次項において同

じ。）が第６条第３号アからウまでに掲げる区

分に応じ当該同号アからウまでに定める金額

を超えているときは、当該入居者を収入超過

者として認定し、その旨を当該入居者に通知

するものとする。 

２ 市長は、毎年度、入居者が市営住宅に引き

続き５年以上入居している場合において、当

該入居者に係る第１８条第２項の規定により

認定した収入の額が最近２年間引き続き令第

９条第１項に規定する金額を超えているとき

は、当該入居者を高額所得者として認定し、

その旨を当該入居者に通知するものとする。 

（収入超過者の家賃） 

第３０条 収入超過者の毎月の家賃は、第１７

条第１項の規定にかかわらず、第２８条第１

項の規定による収入超過者としての認定に係

（収入の申告等） 

第１８条 

２ 市長は、前項の規定による収入の申告に基

づき、収入の額を認定し、当該額を入居者に

通知するものとする。 

（収入超過者及び高額所得者に関する認定） 

第２８条 市長は、毎年度、入居者が市営住宅

に引き続き３年以上入居している場合におい

て、当該入居者に係る第１８条第２項の規定

により認定した収入の額が第６条第３号ア、

イ又はウに掲げる場合に応じ、それぞれ同号

ア、イ又はウに定める金額を超えているとき

は、当該入居者を収入超過者として認定し、

その旨を通知するものとする。 

２ 市長は、毎年度、入居者が市営住宅に引き

続き５年以上入居している場合において、当

該入居者に係る第１８条第２項の規定により

認定した収入の額が最近２年間引き続き令第

９条第１項に定める金額を超えているとき

は、当該入居者を高額所得者として認定し、

その旨を通知するものとする。 

（収入超過者に対する家賃） 

第３０条 収入超過者の毎月の家賃は、第１７

条第１項の規定にかかわらず、第２８条第１

項の規定による収入超過者としての認定に係
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る期間中、第１８条第２項の規定により認定

された収入の額に基づき、近傍同種の住宅の

家賃の額以下で令第８条第２項に規定する方

法により算出した額とする。この場合におい

ては、第１７条第１項ただし書の規定を準用

する。 

２ 第１７条第２項に規定する場合におけるそ

の収入超過者の市営住宅の毎月の家賃は、同

項及び前項の規定にかかわらず、第２８条第

１項の規定による収入超過者としての認定に

係る期間中、第１８条第３項において読み替

えて準用する同条第２項の規定により認定さ

れた収入の額に基づき、近傍同種の住宅の家

賃の額以下で令第８条第３項において読み替

えて準用する同条第２項に規定する方法によ

り算出した額とする。 

３ 第１９条及び第２１条の規定は、前２項の

家賃について準用する。 

（高額所得者の家賃等） 

第３２条 高額所得者の毎月の家賃は、第１７

条第１項及び第２項並びに第３０条第１項及

び第２項の規定にかかわらず、第２８条第２

項の規定による高額所得者としての認定に係

る期間中、近傍同種の住宅の家賃の額とする。

３ 第１９条の規定は第１項の家賃について、

第２１条の規定は同項の家賃及び前項の金銭

について準用する。 

（収入状況の報告の請求等） 

第３５条 市長は、第１７条第１項若しくは第

２項、第３０条第１項若しくは第２項若しく

は第３２条第１項の規定による家賃の決定、

第２１条（第３０条第３項又は第３２条第３

項において準用する場合を含む。）の規定によ

る家賃、敷金若しくは同条第２項の金銭の減

免若しくは徴収猶予、第３１条第１項の規定

による明渡しの請求、第３３条の規定による

住宅のあっせん等又は第３７条の規定による

申出に基づく市営住宅への入居の措置に関し

る期間、第１８条第２項の規定により認定さ

れた収入に基づき、近傍同種の住宅の家賃以

下で、令第８条第２項に規定する方法により

算出した額とする。 

２ 第１９条及び第２１条の規定は、前項の家

賃について準用する。 

（高額所得者に対する家賃等） 

第３２条 高額所得者の毎月の家賃は、第１７

条第１項及び第３０条第１項の規定にかかわ

らず、第２８条第２項の規定による高額所得

者としての認定に係る期間、近傍同種の住宅

の家賃の額とする。 

３ 第１９条の規定は第１項の家賃について、

第２１条の規定は同項の家賃及び前項の金銭

について、それぞれ準用する。 

（収入状況の報告の請求等） 

第３５条 市長は、第１７条第１項、第３０条

第１項若しくは第３２条第１項の規定による

家賃の決定、第２１条（第３０条第２項又は

第３２条第３項において準用する場合を含

む。）の規定による家賃、敷金若しくは金銭の

減免若しくは徴収猶予、第３１条第１項の規

定による明渡しの請求、第３３条の規定によ

る住宅のあっせん等又は第３７条の規定によ

る申出に基づく市営住宅への入居の措置に関

し必要があると認めるときは、入居者の収入
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必要があると認めるときは、入居者の収入の

状況について、当該入居者若しくはその雇主、

取引先その他の関係人に報告を求め、又は官

公署に必要な書類を閲覧させ、若しくはその

内容を記録させることを求めることができ

る。 

（市営住宅建替事業に係る家賃の特例） 

第３８条 市長は、前条の規定により市営住宅

の入居者を新たに整備された市営住宅に入居

させる場合において、新たに入居する市営住

宅の家賃が従前の市営住宅の最終の家賃を超

えることとなり、当該入居者の居住の安定を

図るため必要があると認めるときは、第１７

条第１項若しくは第２項、第３０条第１項若

しくは第２項又は第３２条第１項の規定にか

かわらず、令第１２条に定めるところにより、

当該入居者の家賃を減額するものとする。 

（市営住宅の用途廃止に係る家賃の特例） 

第３９条 市長は、法第４４条第３項の規定に

よる市営住宅の用途の廃止による市営住宅の

除却に伴い当該市営住宅の入居者を他の市営

住宅に入居させる場合において、新たに入居

する市営住宅の家賃が従前の市営住宅の最終

の家賃を超えることとなり、当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認めるとき

は、第１７条第１項若しくは第２項、第３０

条第１項若しくは第２項又は第３２条第１項

の規定にかかわらず、令第１２条に定めると

ころにより、当該入居者の家賃を減額するも

のとする。 

の状況について、当該入居者若しくはその雇

主、取引先その他の関係人に報告を求め、又

は官公署に必要な書類を閲覧させ、若しくは

その内容を記録させることを求めることがで

きる。 

（市営住宅建替事業に係る家賃の特例） 

第３８条 市長は、前条の規定により市営住宅

の入居者を新たに整備された市営住宅に入居

させる場合において、新たに入居する市営住

宅の家賃が従前の市営住宅の最終の家賃を超

えることとなり、当該入居者の居住の安定を

図るため必要があると認めるときは、第１７

条第１項、第３０条第１項又は第３２条第１

項の規定にかかわらず、令第１１条に定める

ところにより、当該入居者の家賃を減額する

ものとする。 

（市営住宅の用途廃止に係る家賃の特例） 

第３９条 市長は、法第４４条第３項の規定に

よる市営住宅の用途の廃止による市営住宅の

除却に伴い当該市営住宅の入居者を他の市営

住宅に入居させる場合において、新たに入居

する市営住宅の家賃が従前の市営住宅の最終

の家賃を超えることとなり、当該入居者の居

住の安定を図るため必要があると認めるとき

は、第１７条第１項、第３０条第１項又は第

３２条第１項の規定にかかわらず、令第１１

条に定めるところにより、当該入居者の家賃

を減額するものとする。 
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尼崎市改良住宅の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行

（家賃の決定） 

第７条 改良住宅の毎月の家賃は、毎年度、第

１１条第１項において準用する市営住宅条例

第１８条第２項の規定により認定された収入

の額に基づき、法第２９条第３項の規定によ

りその例によることとされる公営住宅法の一

部を改正する法律（平成８年法律第５５号）

の規定による改正前の公営住宅法（昭和２６

年法律第１９３号）第２条第４号の第２種公

営住宅に係る同法第１２条第１項又は第１３

条第３項の規定により算出した家賃の限度と

なる額（以下「家賃限度額」という。）以下で

公営住宅法施行令第２条に規定する方法の例

により算出した額とする。この場合において、

同条第１項中「乗じた額（当該額が近傍同種

の住宅の家賃の額を超える場合にあっては、

近傍同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、「乗

じた額（当該額が住宅地区改良法（昭和３５

年法律第８４号）第２９条第３項の規定によ

りその例によることとされる公営住宅法の一

部を改正する法律（平成８年法律第５５号）

の規定による改正前の法第２条第４号の第２

種公営住宅に係る同法第１２条第１項又は第

１３条第３項の規定により算出した家賃の限

度となる額を超える場合にあっては、当該

額）」と読み替えるものとする。 

２ 入居者から第１１条第１項において準用す

る市営住宅条例第１８条第１項の規定による

（家賃の決定） 

第７条 改良住宅の毎月の家賃は、毎年度、第

１１条において準用する市営住宅条例第１８

条第２項の規定により認定された収入に基づ

き、法第２９条第３項の規定によりその例に

よることとされる公営住宅法の一部を改正す

る法律（平成８年法律第５５号）の規定によ

る改正前の公営住宅法第２条第４号の第２種

公営住宅に係る同法第１２条第１項又は第１

３条第３項の規定により算出した家賃の限度

となる額（以下「家賃限度額」という。）以下

で公営住宅法施行令第２条に規定する方法の

例により算出した額とする。この場合におい

て、同条第１項中「乗じた額（当該額が近傍

同種の住宅の家賃の額を超える場合にあって

は、近傍同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、

「乗じた額（当該額が住宅地区改良法（昭和

３５年法律第８４号）第２９条第３項の規定

によりその例によることとされる公営住宅法

の一部を改正する法律（平成８年法律第５５

号）の規定による改正前の法第２条第４号の

第２種公営住宅に係る同法第１２条第１項又

は第１３条第３項の規定により算出した家賃

の限度となる額を超える場合にあっては、当

該額）」と読み替えるものとする。ただし、入

居者からの第１１条において準用する市営住

宅条例第１８条第１項の規定による収入の申

告がない場合において、第１１条において準

用する市営住宅条例第３５条第１項の規定に

よる請求を行ったにもかかわらず、入居者が

その請求に応じないときは、当該改良住宅の

家賃は、家賃限度額に、当該家賃限度額に第

９条第２項第３号に定める率を乗じて得た額

を加えて得た額とする。 
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申告がない場合において当該入居者に対し第

１１条第１項において準用する市営住宅条例

第３５条第１項の規定による報告の請求を行

ったにもかかわらず当該入居者がその請求に

応じないときにおける当該入居者の改良住宅

の毎月の家賃は、前項の規定にかかわらず、

毎年度、家賃限度額に、当該家賃限度額に第

９条第２項第３号に定める率を乗じて得た額

を加えて得た額とする。 

３ 入居者（公営住宅法第１６条第４項の国土

交通省令で定める者のいずれかに該当する者

に限る。以下この項において同じ。）が第１１

条第１項において準用する市営住宅条例第１

８条第１項の規定による申告をすること及び

第１１条第１項において準用する市営住宅条

例第３５条第１項の規定による報告の請求に

応じることが困難な事情にあると市長が認め

る場合における当該入居者の改良住宅の毎月

の家賃は、前２項の規定にかかわらず、毎年

度、第１１条第１項において準用する市営住

宅条例第１８条第３項において読み替えて準

用する同条第２項の規定により認定された収

入の額に基づき、家賃限度額以下で公営住宅

法施行令第２条に規定する方法の例により算

出した額とする。この場合においては、第１

項後段の規定を準用する。 

４ 第１項若しくは前項又は第１１条第１項に

おいて準用する市営住宅条例第１７条第３項

の規定を適用する場合における公営住宅法施

行令第２条第１項第４号の数値は、規則で定

める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者が改良住宅に

引き続き３年以上入居している場合におい

て、当該入居者に係る第１１条第１項におい

て準用する市営住宅条例第１８条第２項（第

１１条第１項において準用する市営住宅条例

第１８条第３項において読み替えて準用する

２ 前項の規定を適用する場合における公営住

宅法施行令第２条第１項第４号の数値は、規

則で定める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者が改良住宅に

引き続き３年以上入居している場合におい

て、当該入居者に係る第１１条において準用

する市営住宅条例第１８条第２項の規定によ

り認定した収入の額が、次に掲げる区分に応

じ、当該号に定める金額を超えているときは、
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場合を含む。）の規定により認定した収入の額

（第１１条第１項において準用する市営住宅

条例第１８条第１項の規定による申告がない

場合（前条第３項に規定する場合を除く。）に

あっては、市長が別に定めるところにより認

定した収入の額）が次に掲げる区分に応じ当

該号に定める金額を超えているときは、当該

入居者を収入超過者として認定し、その旨を

当該入居者に通知するものとする。 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該収入超過者

に係る同条第１項の家賃算定基礎額に同項各

号に掲げる数値（同項第４号の数値は規則で

定める。）を乗じた額（以下「収入基準家賃額」

という。）が家賃限度額を超える場合は、第７

条第１項から第３項までの規定にかかわら

ず、前条の規定による収入超過者としての認

定に係る期間中、毎月、家賃のほかに収入基

準家賃額から家賃限度額を控除して得た額を

割増賃料として支払わなければならない。こ

の場合においては、第７条第２項の規定を準

用する。 

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める率を

乗じて得た額（その額に１００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）を限度

とする。 

 収入超過者の収入の額が、前条第１号に

掲げる場合にあっては１３９，０００円を

超え、１５８，０００円以下、同条第２号

に掲げる場合にあっては１１４，０００円

を超え、１５８，０００円以下である場合

０．３ 

 収入超過者の収入の額が１５８，０００

円を超え、１９１，０００円以下である場

合 ０．５ 

 収入超過者の収入の額が１９１，０００

当該入居者を収入超過者として認定し、その

旨を通知するものとする。 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該者に係る同

条第２項の規定による家賃算定基礎額に同条

第１項各号に掲げる数値（同項第４号の数値

は規則で定める。）を乗じた額（以下「収入基

準家賃額」という。）が家賃限度額を超える場

合は、前条の規定による収入超過者としての

認定に係る期間、毎月、家賃のほかに収入基

準家賃額から家賃限度額を控除して得た額を

割増賃料として支払わなければならない。 

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める率を乗

じて得た額（その額に１００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）を限度と

する。 

 収入超過者の収入が前条第１号に掲げる

場合にあっては１３９，０００円を超え、

１５８，０００円以下、同条第２号に掲げ

る場合にあっては１１４，０００円を超え、

１５８，０００円以下である場合 ０．３ 

 収入超過者の収入が１５８，０００円を

超え、１９１，０００円以下である場合

０．５ 

 収入超過者の収入が１９１，０００円を
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円を超える場合 ０．８ 超える場合 ０．８ 
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尼崎市コミュニティ住宅の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行

（家賃の決定） 

第７条 コミュニティ住宅の毎月の家賃は、毎

年度、第１１条第１項において準用する市営

住宅条例第１８条第２項の規定により認定さ

れた収入の額に基づき、公営住宅法の一部を

改正する法律（平成８年法律第５５号）の規

定による改正前の公営住宅法（昭和２６年法

律第１９３号）第２条第４号の第２種公営住

宅に係る同法第１２条第１項又は第１３条第

３項の規定の例により算出した家賃の限度と

なる額（以下「家賃限度額」という。）以下で

公営住宅法施行令第２条に規定する方法の例

により算出した額とする。この場合において、

同条第１項中「乗じた額（当該額が近傍同種

の住宅の家賃の額を超える場合にあっては、

近傍同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、「乗

じた額（当該額が公営住宅法の一部を改正す

る法律（平成８年法律第５５号）の規定によ

る改正前の法第２条第４号の第２種公営住宅

に係る同法第１２条第１項又は第１３条第３

項の規定の例により算出した家賃の限度とな

る額を超える場合にあっては、当該額）」と読

み替えるものとする。 

２ 入居者から第１１条第１項において準用す

る市営住宅条例第１８条第１項の規定による

申告がない場合において当該入居者に対し第

１１条第１項において準用する市営住宅条例

第３５条第１項の規定による報告の請求を行

（家賃の決定） 

第７条 コミュニティ住宅の毎月の家賃は、毎

年度、第１１条において準用する市営住宅条

例第１８条第２項の規定により認定された収

入に基づき、公営住宅法の一部を改正する法

律（平成８年法律第５５号）の規定による改

正前の公営住宅法第２条第４号の第２種公営

住宅に係る同法第１２条第１項又は第１３条

第３項の規定の例により算出した家賃の限度

となる額（以下「家賃限度額」という。）以下

で公営住宅法施行令第２条に規定する方法の

例により算出した額とする。この場合におい

て、同条第１項中「乗じた額（当該額が近傍

同種の住宅の家賃の額を超える場合にあって

は、近傍同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、

「乗じた額（当該額が公営住宅法の一部を改

正する法律（平成８年法律第５５号）の規定

による改正前の法第２条第４号の第２種公営

住宅に係る同法第１２条第１項又は第１３条

第３項の規定の例により算出した家賃の限度

となる額を超える場合にあっては、当該額）」

と読み替えるものとする。ただし、入居者か

らの第１１条において準用する市営住宅条例

第１８条第１項の規定による収入の申告がな

い場合において、第１１条において準用する

市営住宅条例第３５条第１項の規定による請

求を行ったにもかかわらず、入居者がその請

求に応じないときは、当該コミュニティ住宅

の家賃は、家賃限度額に、当該家賃限度額に

第９条第２項第３号に定める率を乗じて得た

額を加えて得た額とする。 
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ったにもかかわらず当該入居者がその請求に

応じないときにおける当該入居者のコミュニ

ティ住宅の毎月の家賃は、前項の規定にかか

わらず、毎年度、家賃限度額に、当該家賃限

度額に第９条第２項第３号に定める率を乗じ

て得た額を加えて得た額とする。 

３ 入居者（公営住宅法第１６条第４項の国土

交通省令で定める者のいずれかに該当する者

に限る。以下この項において同じ。）が第１１

条第１項において準用する市営住宅条例第１

８条第１項の規定による申告をすること及び

第１１条第１項において準用する市営住宅条

例第３５条第１項の規定による報告の請求に

応じることが困難な事情にあると市長が認め

る場合における当該入居者のコミュニティ住

宅の毎月の家賃は、前２項の規定にかかわら

ず、毎年度、第１１条第１項において準用す

る市営住宅条例第１８条第３項において読み

替えて準用する同条第２項の規定により認定

された収入の額に基づき、家賃限度額以下で

公営住宅法施行令第２条に規定する方法の例

により算出した額とする。この場合において

は、第１項後段の規定を準用する。 

４ 第１項若しくは前項又は第１１条第１項に

おいて準用する市営住宅条例第１７条第３項

の規定を適用する場合における公営住宅法施

行令第２条第１項第４号の数値は、規則で定

める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者がコミュニテ

ィ住宅に引き続き３年以上入居している場合

において、当該入居者に係る第１１条第１項

において準用する市営住宅条例第１８条第２

項（第１１条第１項において準用する市営住

宅条例第１８条第３項において読み替えて準

用する場合を含む。）の規定により認定した収

入の額（第１１条第１項において準用する市

営住宅条例第１８条第１項の規定による申告

２ 前項の規定を適用する場合における公営住

宅法施行令第２条第１項第４号の数値は、規

則で定める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者がコミュニテ

ィ住宅に引き続き３年以上入居している場合

において、当該入居者に係る第１１条におい

て準用する市営住宅条例第１８条第２項の規

定により認定した収入の額が、次に掲げる区

分に応じ、当該号に定める金額を超えている

ときは、当該入居者を収入超過者として認定

し、その旨を通知するものとする。 

101



がない場合（前条第３項に規定する場合を除

く。）にあっては、市長が別に定めるところに

より認定した収入の額）が次に掲げる区分に

応じ当該号に定める金額を超えているとき

は、当該入居者を収入超過者として認定し、

その旨を当該入居者に通知するものとする。 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該収入超過者

に係る同条第１項の家賃算定基礎額に同項各

号に掲げる数値（同項第４号の数値は、規則

で定める。）を乗じた額（以下「収入基準家

賃額」という。）が家賃限度額を超える場合

は、第７条第１項から第３項までの規定にか

かわらず、前条の規定による収入超過者とし

ての認定に係る期間中、毎月、家賃のほかに

収入基準家賃額から家賃限度額を控除して得

た額を割増賃料として支払わなければならな

い。この場合においては、第７条第２項の規

定を準用する。 

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める率を

乗じて得た額（その額に１００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）を限度

とする。 

 収入超過者の収入の額が、前条第１号に

掲げる場合にあっては１３９，０００円を

超え、１５８，０００円以下、同条第２号

に掲げる場合にあっては１１４，０００円

を超え、１５８，０００円以下である場合

０．３ 

 収入超過者の収入の額が１５８，０００

円を超え、１９１，０００円以下である場

合 ０．５ 

 収入超過者の収入の額が１９１，０００

円を超える場合 ０．８ 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該者に係る同

条第２項の規定による家賃算定基礎額に同条

第１項各号に掲げる数値（同項第４号の数値

は、規則で定める。）を乗じた額（以下「収入

基準家賃額」という。）が家賃限度額を超える

場合は、前条の規定による収入超過者として

の認定に係る期間、毎月、家賃のほかに収入

基準家賃額から家賃限度額を控除して得た額

を割増賃料として支払わなければならない。 

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める率を乗

じて得た額（その額に１００円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）を限度と

する。 

 収入超過者の収入が前条第１号に掲げる

場合にあっては１３９，０００円を超え、

１５８，０００円以下、同条第２号に掲げ

る場合にあっては１１４，０００円を超え、

１５８，０００円以下である場合 ０．３ 

 収入超過者の収入が１５８，０００円を

超え、１９１，０００円以下である場合

０．５ 

 収入超過者の収入が１９１，０００円を

超える場合 ０．８ 
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尼崎市再開発住宅の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行

（家賃の決定） 

第７条 再開発住宅の毎月の家賃は、毎年度、

第１０条第１項において準用する市営住宅条

例第１８条第２項の規定により認定された収

入の額に基づき、公営住宅法の一部を改正す

る法律（平成８年法律第５５号）の規定によ

る改正前の公営住宅法（昭和２６年法律第１

９３号）第２条第３号の第１種公営住宅に係

る同法第１２条第１項又は第１３条第３項の

規定の例により算出した家賃の限度となる額

（以下「家賃限度額」という。）以下で公営住

宅法施行令第２条に規定する方法の例により

算出した額とする。この場合において、同条

第１項中「乗じた額（当該額が近傍同種の住

宅の家賃の額を超える場合にあっては、近傍

同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、「乗じ

た額（当該額が公営住宅法の一部を改正する

法律（平成８年法律第５５号）の規定による

改正前の法第２条第３号の第１種公営住宅に

係る同法第１２条第１項又は第１３条第３項

の規定の例により算出した家賃の限度となる

額を超える場合にあっては、当該額）」と読み

替えるものとする。 

２ 入居者から第１０条第１項において準用す

る市営住宅条例第１８条第１項の規定による

申告がない場合において当該入居者に対し第

１０条第１項において準用する市営住宅条例

第３５条第１項の規定による報告の請求を行

（家賃の決定） 

第７条 再開発住宅の毎月の家賃は、毎年度、

第１０条において準用する市営住宅条例第１

８条第２項の規定により認定された収入に基

づき、公営住宅法の一部を改正する法律（平

成８年法律第５５号）の規定による改正前の

公営住宅法第２条第３号の第１種公営住宅に

係る同法第１２条第１項又は第１３条第３項

の規定の例により算出した家賃の限度となる

額（以下「家賃限度額」という。）以下で公営

住宅法施行令第２条に規定する方法の例によ

り算出した額とする。この場合において、同

条第１項中「乗じた額（当該額が近傍同種の

住宅の家賃の額を超える場合にあっては、近

傍同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、「乗

じた額（当該額が公営住宅法の一部を改正す

る法律（平成８年法律第５５号）の規定によ

る改正前の法第２条第３号の第１種公営住宅

に係る同法第１２条第１項又は第１３条第３

項の規定の例により算出した家賃の限度とな

る額を超える場合にあっては、当該額）」と読

み替えるものとする。ただし、入居者からの

第１０条において準用する市営住宅条例第１

８条第１項の規定による収入の申告がない場

合において、第１０条において準用する市営

住宅条例第３５条第１項の規定による請求を

行ったにもかかわらず、入居者がその請求に

応じないときは、当該再開発住宅の家賃は、

家賃限度額に、当該家賃限度額に第９条第２

項第２号イに定める率を乗じて得た額を加え

て得た額とする。 
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ったにもかかわらず当該入居者がその請求に

応じないときにおける当該入居者の再開発住

宅の毎月の家賃は、前項の規定にかかわらず、

毎年度、家賃限度額に、当該家賃限度額に第

９条第２項第２号イに定める率を乗じて得た

額を加えて得た額とする。 

３ 入居者（公営住宅法第１６条第４項の国土

交通省令で定める者のいずれかに該当する者

に限る。以下この項において同じ。）が第１０

条第１項において準用する市営住宅条例第１

８条第１項の規定による申告をすること及び

第１０条第１項において準用する市営住宅条

例第３５条第１項の規定による報告の請求に

応じることが困難な事情にあると市長が認め

る場合における当該入居者の再開発住宅の毎

月の家賃は、前２項の規定にかかわらず、毎

年度、第１０条第１項において準用する市営

住宅条例第１８条第３項において読み替えて

準用する同条第２項の規定により認定された

収入の額に基づき、家賃限度額以下で公営住

宅法施行令第２条に規定する方法の例により

算出した額とする。この場合においては、第

１項後段の規定を準用する。 

４ 第１項若しくは前項又は第１０条第１項に

おいて準用する市営住宅条例第１７条第３項

の規定を適用する場合における公営住宅法施

行令第２条第１項第４号の数値は、規則で定

める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者が再開発住宅

に引き続き３年以上入居している場合におい

て、当該入居者に係る第１０条第１項におい

て準用する市営住宅条例第１８条第２項（第

１０条第１項において準用する市営住宅条例

第１８条第３項において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定により認定した収入の額

（第１０条第１項において準用する市営住宅

条例第１８条第１項の規定による申告がない

２ 前項の規定を適用する場合における公営住

宅法施行令第２条第１項第４号の数値は、規

則で定める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者が再開発住宅

に引き続き３年以上入居している場合におい

て、当該入居者に係る第１０条において準用

する市営住宅条例第１８条第２項の規定によ

り認定した収入の額が第６条第２項において

準用する市営住宅条例第６条第３号ア又はウ

に掲げる場合に応じ、それぞれ同号ア又はウ

に定める金額を超えているときは、当該入居

者を収入超過者として認定し、その旨を通知
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場合（前条第３項に規定する場合を除く。）に

あっては、市長が別に定めるところにより認

定した収入の額）が第６条第２項において準

用する市営住宅条例第６条第３号ア又はウに

掲げる区分に応じ当該同号ア又はウに定める

金額を超えているときは、当該入居者を収入

超過者として認定し、その旨を当該入居者に

通知するものとする。 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該収入超過者

に係る同条第１項の家賃算定基礎額に同項各

号に掲げる数値（同項第４号の数値は、規則

で定める。）を乗じた額（以下「収入基準家

賃額」という。）が家賃限度額を超える場合

は、第７条第１項から第３項までの規定にか

かわらず、前条の規定による収入超過者とし

ての認定に係る期間中、毎月、家賃のほかに

収入基準家賃額から家賃限度額を控除して得

た額を割増賃料として支払わなければならな

い。この場合においては、第７条第２項の規

定を準用する。 

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に、次に掲げ

る区分に応じ、当該号に定める率を乗じて得

た額（その額に１００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）を限度とする。 

 第６条第２項において準用する市営住宅

条例第６条第３号アに掲げる場合において

収入超過者の収入の額が２１４，０００円

を超えるとき ０．４ 

 第６条第２項において準用する市営住宅

条例第６条第３号ウに掲げる場合において

収入超過者の収入の額が１５８，０００円

を超えるとき 次に掲げる収入超過者の収

入の額の区分に応じ、当該ア又はイに定め

る率 

するものとする。 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該者に係る同

条第２項の規定による家賃算定基礎額に同条

第１項各号に掲げる数値（同項第４号の数値

は、規則で定める。）を乗じた額（以下「収入

基準家賃額」という。）が家賃限度額を超える

場合は、前条の規定による収入超過者として

の認定に係る期間、毎月、家賃のほかに収入

基準家賃額から家賃限度額を控除して得た額

を割増賃料として支払わなければならない。 

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に次に掲げる

区分に応じ、当該号に定める率を乗じて得た

額（その額に１００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）を限度とする。 

 収入超過者の収入が第６条第２項におい

て準用する市営住宅条例第６条第３号アに

掲げる場合にあっては、２１４，０００円

を超える場合 ０．４ 

 収入超過者の収入が第６条第２項におい

て準用する市営住宅条例第６条第３号ウに

掲げる場合にあっては、ア又はイに掲げる

区分に応じ、それぞれア又はイに定める率 
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尼崎市従前居住者用住宅の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行

（家賃の決定） 

第７条 従前居住者用住宅の毎月の家賃は、毎

年度、第１０条第１項において準用する市営

住宅条例第１８条第２項の規定により認定さ

れた収入の額に基づき、公営住宅法の一部を

改正する法律（平成８年法律第５５号）の規

定による改正前の公営住宅法（昭和２６年法

律第１９３号）第２条第３号の第１種公営住

宅に係る同法第１２条第１項又は第１３条第

３項の規定の例により算出した家賃の限度と

なる額（以下「家賃限度額」という。）以下で

公営住宅法施行令第２条に規定する方法の例

により算出した額とする。この場合において、

同条第１項中「乗じた額（当該額が近傍同種

の住宅の家賃の額を超える場合にあっては、

近傍同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、「乗

じた額（当該額が公営住宅法の一部を改正す

る法律（平成８年法律第５５号）の規定によ

る改正前の法第２条第３号の第１種公営住宅

に係る同法第１２条第１項又は第１３条第３

項の規定の例により算出した家賃の限度とな

る額を超える場合にあっては、当該額）」と読

み替えるものとする。 

２ 入居者から第１０条第１項において準用す

る市営住宅条例第１８条第１項の規定による

申告がない場合において当該入居者に対し第

１０条第１項において準用する市営住宅条例

第３５条第１項の規定による報告の請求を行

（家賃の決定） 

第７条 従前居住者用住宅の毎月の家賃は、毎

年度、第１０条において準用する市営住宅条

例第１８条第２項の規定により認定された収

入に基づき、公営住宅法の一部を改正する法

律（平成８年法律第５５号）の規定による改

正前の公営住宅法第２条第３号の第１種公営

住宅に係る同法第１２条第１項又は第１３条

第３項の規定の例により算出した家賃の限度

となる額（以下「家賃限度額」という。）以下

で公営住宅法施行令第２条に規定する方法の

例により算出した額とする。この場合におい

て、同条第１項中「乗じた額（当該額が近傍

同種の住宅の家賃の額を超える場合にあって

は、近傍同種の住宅の家賃の額）」とあるのは、

「乗じた額（当該額が公営住宅法の一部を改

正する法律（平成８年法律第５５号）の規定

による改正前の法第２条第３号の第１種公営

住宅に係る同法第１２条第１項又は第１３条

第３項の規定の例により算出した家賃の限度

となる額を超える場合にあっては、当該額）」

と読み替えるものとする。ただし、入居者か

らの第１０条において準用する市営住宅条例

第１８条第１項の規定による収入の申告がな

い場合において、第１０条において準用する

市営住宅条例第３５条第１項の規定による請

求を行ったにもかかわらず、入居者がその請

求に応じないときは、当該従前居住者用住宅

の家賃は、家賃限度額に、当該家賃限度額に

第９条第２項第２号イに定める率を乗じて得

た額を加えて得た額とする。 
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ったにもかかわらず当該入居者がその請求に

応じないときにおける当該入居者の従前居住

者用住宅の毎月の家賃は、前項の規定にかか

わらず、毎年度、家賃限度額に、当該家賃限

度額に第９条第２項第２号イに定める率を乗

じて得た額を加えて得た額とする。 

３ 入居者（公営住宅法第１６条第４項の国土

交通省令で定める者のいずれかに該当する者

に限る。以下この項において同じ。）が第１０

条第１項において準用する市営住宅条例第１

８条第１項の規定による申告をすること及び

第１０条第１項において準用する市営住宅条

例第３５条第１項の規定による報告の請求に

応じることが困難な事情にあると市長が認め

る場合における当該入居者の従前居住者用住

宅の毎月の家賃は、前２項の規定にかかわら

ず、毎年度、第１０条第１項において準用す

る市営住宅条例第１８条第３項において読み

替えて準用する同条第２項の規定により認定

された収入の額に基づき、家賃限度額以下で

公営住宅法施行令第２条に規定する方法の例

により算出した額とする。この場合において

は、第１項後段の規定を準用する。 

４ 第１項若しくは前項又は第１０条第１項に

おいて準用する市営住宅条例第１７条第３項

の規定を適用する場合における公営住宅法施

行令第２条第１項第４号の数値は、規則で定

める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者が従前居住者

用住宅に引き続き３年以上入居している場合

において、当該入居者に係る第１０条第１項

において準用する市営住宅条例第１８条第２

項（第１０条第１項において準用する市営住

宅条例第１８条第３項において読み替えて準

用する場合を含む。）の規定により認定した収

入の額（第１０条第１項において準用する市

営住宅条例第１８条第１項の規定による申告

２ 前項の規定を適用する場合における公営住

宅法施行令第２条第１項第４号の数値は、規

則で定める。 

（収入超過者の認定） 

第８条 市長は、毎年度、入居者が従前居住者

用住宅に引き続き３年以上入居している場合

において、当該入居者に係る第１０条におい

て準用する市営住宅条例第１８条第２項の規

定により認定した収入の額が第６条第２項に

おいて準用する市営住宅条例第６条第３号ア

又はウに掲げる場合に応じ、それぞれ同号ア

又はウに定める金額を超えているときは、当

該入居者を収入超過者として認定し、その旨
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がない場合（前条第３項に規定する場合を除

く。）にあっては、市長が別に定めるところに

より認定した収入の額）が第６条第２項にお

いて準用する市営住宅条例第６条第３号ア又

はウに掲げる区分に応じ当該同号ア又はウに

定める金額を超えているときは、当該入居者

を収入超過者として認定し、その旨を当該入

居者に通知するものとする。 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該収入超過者

に係る同条第１項の家賃算定基礎額に同項各

号に掲げる数値（同項第４号の数値は、規則

で定める。）を乗じた額（以下「収入基準家

賃額」という。）が家賃限度額を超える場合

は、第７条第１項から第３項までの規定にか

かわらず、前条の規定による収入超過者とし

ての認定に係る期間中、毎月、家賃のほかに

収入基準家賃額から家賃限度額を控除して得

た額を割増賃料として支払わなければならな

い。この場合においては、第７条第２項の規

定を準用する。 

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に、次に掲げ

る区分に応じ、当該号に定める率を乗じて得

た額（その額に１００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）を限度とする。 

 第６条第２項において準用する市営住宅

条例第６条第３号アに掲げる場合において

収入超過者の収入の額が２１４，０００円

を超えるとき ０．４ 

 第６条第２項において準用する市営住宅

条例第６条第３号ウに掲げる場合において

収入超過者の収入の額が１５８，０００円

を超えるとき 次に掲げる収入超過者の収

入の額の区分に応じ、当該ア又はイに定め

る率 

を通知するものとする。 

（割増賃料） 

第９条 収入超過者は、公営住宅法施行令第２

条に規定する方法の例により当該者に係る同

条第２項の規定による家賃算定基礎額に同条

第１項各号に掲げる数値（同項第４号の数値

は、規則で定める。）を乗じた額（以下「収入

基準家賃額」という。）が家賃限度額を超える

場合は、前条の規定による収入超過者として

の認定に係る期間、毎月、家賃のほかに収入

基準家賃額から家賃限度額を控除して得た額

を割増賃料として支払わなければならない。

２ 割増賃料の額は、家賃限度額に次に掲げる

区分に応じ、当該号に定める率を乗じて得た

額（その額に１００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）を限度とする。 

 収入超過者の収入が第６条第２項におい

て準用する市営住宅条例第６条第３号アに

掲げる場合にあっては、２１４，０００円

を超える場合 ０．４ 

 収入超過者の収入が第６条第２項におい

て準用する市営住宅条例第６条第３号ウに

掲げる場合にあっては、ア又はイに掲げる

区分に応じ、それぞれア又はイに定める率
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４６号 所 管 公園維持課 

件 名 尼崎市都市公園条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

  記念公園総合体育館格技室の冷暖房設備設置に伴い、受益者負担の公平性を図るた

め、格技室に係る冷暖房設備の使用料を設定するとともに、これまで設定のなかった

サブアリーナの暖房設備についても使用料を設定するもの。 

併せて、メインアリーナ及びサブアリーナについて、それぞれ冷房設備と暖房設備

の使用料を同額に設定するもの。 

２ 主な改正内容 

  格技室に係る冷暖房設備の使用料及びメインアリーナ、サブアリーナに係る冷暖房

設備の使用料について、次のとおり設定する。 

 格技室に係る冷暖房設備の使用料 

  ア 全面使用の場合 １時間当たり５００円 

  イ 半面使用の場合 １時間当たり２５０円 

 サブアリーナに係る冷暖房設備の使用料 

   １時間当たり２，０００円 

 メインアリーナに係る冷暖房設備の使用料 

   １時間当たり１３，０００円 

３ 施行期日 

  平成３１年７月１日 
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尼崎市都市公園条例 

改正後 現 行

別表第２ 

 有料公園施設等を利用する場合 

ウ 付属設備（駐車場を除く。）の使用料 

公園

名 

施設の名称 付属設備の

種別等

使用料 

単位 金額 

記念

公園

総合体育館メイン・ア

リーナ冷暖

房設備 

1時間 13,000円

サブ・アリ

ーナ冷暖房

設備 

1時間 2,000円

仮設ステー

ジ 

一式1回 3,150円

格 技

室 冷

暖 房

設備

全面使

用 

1時間 500円

2分の1

面使用

1時間 250円

陸上競技場夜間照明設

備 

全灯30分 5,500円

別表第２ 

 有料公園施設等を利用する場合 

ウ 付属設備（駐車場を除く。）の使用料 

公園

名 

施設の名称 付属設備の

種別 

使用料 

単位 金額 

記念

公園

総合体育館メイン・ア

リーナ暖房

設備 

1時間 15,600円

メイン・ア

リーナ冷房

設備 

1時間 10,000円

サブ・アリ

ーナ冷房設

備 

1時間 1,650円

仮設ステー

ジ 

一式1回 3,150円

陸上競技場夜間照明設

備 

全灯30分 5,500円
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４７号 所 管 消防局企画管理課 

件 名
尼崎市消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

内       容

１ 改正理由 

  本条例にて規定している各消防署の管轄区域について、現在は尼崎市役所支所設置

条例の本則の表にて定める各地区の区域からの引用としているが、尼崎市役所支所設

置条例の廃止に伴い、所要の整備を行うもの。 

２ 改正内容 

  各消防署の管轄区域について、尼崎市役所支所設置条例からの引用規定を改め、各

管轄区域内の町名等を個別に記載する。 

３ 施行期日 

  平成３１年４月１日 
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尼崎市消防本部及び消防署の設置等に関する条例 

改正後 現 行

別表 

名称 位置 管轄区域 

尼崎市中消

防署 

尼崎市昭和通

２丁目６番７

５号 

大高洲町、開明

町１～３丁目、

神田北通１～９

丁目、神田中通

１～９丁目、神

田南通１～６丁

目、北城内、北

大物町、北竹谷

町１～３丁目、

北初島町、玄番

北之町、玄番南

之町、汐町、昭

和通１～９丁

目、昭和南通３

～９丁目、大物

町１・２丁目（１

丁目の区域のう

ち、県道昭和東

本町線以東で神

崎尼崎線の２以

北の区域並びに

神崎尼崎線の

２、市道第１号

線及び大物川緑

地で囲まれた区

域を除く。）、

竹谷町１～３丁

目、建家町、築

地１～５丁目、

寺町、中在家町

１～４丁目、西

海岸町、西桜木

町、西大物町、

西高洲町、西難

別表 

名称 位置 管轄区域 

尼崎市中消

防署 

尼崎市昭和通

２丁目６番７

５号 

尼崎市役所支所

設置条例（平成１

７年尼崎市条例

第５１号）の本則

の表（以下「表」

という。）の左欄

に掲げる中央地

区の区域（東本町

１丁目１番地を

除く。） 
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波町１～６丁

目、西本町１～

８丁目、西本町

北通３～５丁

目、西松島町、

西御園町、西向

島町、東海岸町、

東桜木町、東大

物町１・２丁目

（１丁目の区域

のうち県道昭和

東本町線以東の

区域を除く。）、

東高洲町、東難

波町１～５丁

目、東初島町、

東浜町、東本町

１～４丁目（１

丁目の区域のう

ち１番地の区域

を除く。）、東

松島町、東御園

町、東向島西之

町、東向島東之

町、扶桑町、船

出、御園町、南

城内、南竹谷町

１～３丁目、南

初島町、宮内町

１～３丁目、蓬

川荘園 

尼崎市東消

防署 

尼崎市次屋

１丁目９番

１９号 

今福１・２丁目、

梶ケ島、神崎町、

金楽寺町１・２

丁目、杭瀬北新

町１～４丁目、

杭瀬寺島１・２

丁目、杭瀬本町

尼崎市東消

防署 

尼 崎 市 次 屋

１ 丁 目 ９ 番

１９号 

表の左欄に掲げ

る小田地区の区

域及び中央地区

の区域のうち尼

崎市中消防署の

管轄区域を除く

区域 
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１～３丁目、杭

瀬南新町１～４

丁目、久々知１

～３丁目、久々

知西町１・２丁

目、潮江１～５

丁目、下坂部１

～４丁目（４丁

目の区域のうち

小園区画第７号

線以北の区域を

除く。）、常光寺

１～４丁目、善

法寺、善法寺町、

大物町１丁目

（県道昭和東本

町線以東で神崎

尼崎線の２以北

の区域並びに神

崎尼崎線の２、

市道第１号線及

び大物川緑地で

囲まれた区域に

限る。）、高田、

高田町、次屋１

～４丁目、長洲

中通１～３丁

目、長洲西通

１・２丁目、長

洲東通１～３丁

目、長洲本通１

～３丁目、西川

１・２丁目、西

長洲町１～３丁

目、額田、額田

町、浜１～３丁

目、東大物町１

丁目（県道昭和
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東本町線以東の

区域に限る。）、

東本町１丁目

（１番地の区域

に限る。）、名神

町３丁目、弥生

ケ丘町 

尼崎市西消

防署 

尼崎市大庄

北３丁目３

０番２０号 

稲葉荘１～４丁

目、稲葉元町１

～３丁目、扇町、

大島１～３丁

目、大庄川田町、

大庄北１～５丁

目、大庄中通１

～５丁目、大庄

西町１～４丁

目、大浜町１・

２丁目、琴浦町、

水明町、末広町

１・２丁目、崇

徳院１～３丁

目、常松１・２

丁目、常吉１・

２丁目、鶴町、

道意町１～７丁

目、中浜町、菜

切山町、西昆陽

１～４丁目、西

立花町２～５丁

目（２丁目の区

域のうち１～１

３番、１５～１

９番及び２８～

３２番の街区の

区域並びに３丁

目の区域のうち

１～１１番、１

５番及び１６番

尼崎市西消

防署 

尼崎市大庄

北３丁目３

０番２０号 

表の左欄に掲げ

る大庄地区及び

武庫地区の区域 
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の街区の区域を

除く。）、浜田町

１～５丁目、平

左衛門町、丸島

町、水堂町４丁

目（１１番（水

堂第１住宅の敷

地部分に限る。）

の街区の区域を

除く。）、南武庫

之荘１・４～１

２丁目、武庫川

町１～４丁目、

武庫町１～４丁

目、武庫の里

１・２丁目、武

庫之荘１～９丁

目、武庫之荘西

２丁目、武庫之

荘東１丁目、武

庫之荘本町１～

３丁目（３丁目

の区域のうち武

庫第三区画第８

６号線、武庫第

三区画第９６号

線及び武庫第三

区画第９９号線

に沿接する水路

以東の区域を除

く。）、武庫元町

１～３丁目、武

庫豊町２・３丁

目、元浜町１～

５丁目、蓬川町 

尼崎市北消

防署 

尼崎市上ノ

島町３丁目

２番１号 

猪名寺１～３丁

目、大西町１～

３丁目、尾浜町

尼崎市北消

防署 

尼崎市上ノ

島町３丁目

２番１号 

表の左欄に掲げ

る立花地区及び

園田地区の区域 

116



１～３丁目、上

食満、上坂部１

～３丁目、上ノ

島町１～３丁

目、瓦宮１・２

丁目、口田中

１・２丁目、栗

山町１・２丁目、

食満１～７丁

目、小中島、小

中島１～３丁

目、三反田町１

～３丁目、椎堂

１・２丁目、下

食満、下坂部４

丁目（小園区画

第７号線以北の

区域に限る。）、

立花町１～４丁

目、田能１～６

丁目、塚口町１

～６丁目、塚口

本町１～８丁

目、戸ノ内、戸

ノ内町１～６丁

目、富松町１～

４丁目、中食満、

若王寺１～３丁

目、七松町１～

３丁目、西立花

町１～３丁目

（２丁目の区域

のうち１４番、

２０～２７番及

び３３～３５番

の街区の区域並

びに３丁目の区

域のうち１２～
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１４番及び１７

～２０番の街区

の 区 域 を 除

く。）、東園田町

１～９丁目、東

塚口町１・２丁

目、東七松町

１・２丁目、法

界寺、水堂町１

～４丁目（４丁

目の区域のうち

１～１０番、１

１番（水堂第１

住宅の敷地部分

を除く。）及び１

２～２０番の街

区の区域を除

く。）、御園１～

３丁目、南清水、

南塚口町１～８

丁目、南七松町

１・２丁目、南

武庫之荘２・３

丁目、武庫之荘

東２丁目、武庫

之荘本町３丁目

（武庫第三区画

第８６号線、武

庫第三区画第９

６号線及び武庫

第三区画第９９

号線に沿接する

水路以東の区域

に限る。）、名神

町１・２丁目 
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（議案説明資料）

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４８号 所 管 公営企業局企画管理課 

件 名
尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一

部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

職員のより幅広い働き方に柔軟に対応する観点から、修学部分休業、自己啓発等休

業及び配偶者同行休業を導入することと併せて、それらの休業期間中の給与に関する

規定の整備等を行うもの。 

２ 改正内容 

 修学部分休業の承認を受けた企業職員の給与の取扱い 

修学部分休業（大学等における修学のため所定勤務時間を短縮する措置）の承認

を受けた企業職員について、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給

与の額に相当する額を減額した給与を支給する。 

 自己啓発等休業又は配偶者同行休業の承認を受けた企業職員の給与の取扱い 

  自己啓発等休業（大学等における修学又は国際貢献活動のための休業）又は配偶

者同行休業（外国での勤務等により外国に滞在する配偶者と生活を共にするための

休業）の承認を受けた企業職員について、これらの休業期間中は給与を支給しない。

３ 施行期日 

平成３１年４月１日 
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尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

改正後 現 行

（給与の減額） 

第１３条  

 修学部分休業（職員が大学その他の管理

者が別に定める教育施設における修学のた

め１日の勤務時間の一部（管理者が別に定

める時間を超えない範囲内の時間に限る。）

について勤務しないことをいう。）の承認 

（自己啓発等休業等の承認を受けた職員の給

与） 

第１４条の２  

１ 尼崎市職員の自己啓発等休業に関する条例

（平成３１年尼崎市条例  号）第２条又は

尼崎市職員の配偶者同行休業に関する条例

（平成３１年尼崎市条例第  号）第２条の

規定による承認を受けた職員には、これらの

承認に係る地方公務員法第２６条の５第１項

に規定する自己啓発等休業又は同法第２６条

の６第１項に規定する配偶者同行休業をして

いる期間については、給与を支給しない。

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第２条第１項の承認

を受けた職員には、当該承認に係る育児休業

をしている期間については、給与を支給しな

い。ただし、期末手当及び勤勉手当の支給に

ついては、この限りでない。 

（給与の減額） 

第１３条  

（育児休業の承認を受けた職員の給与） 

第１４条の２ 

１ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第２条第１項の承認

を受けた職員には、育児休業をしている期間

については、給与を支給しない。ただし、期

末手当及び勤勉手当の支給については、この

限りでない。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４９号 所 管 水道部経営企画課 

件 名 尼崎市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

平成３１年１０月１日から予定されている消費税率の引上げに伴い、水道料金等を

改定するため、所要の整備を行うもの。 

２ 改正内容 

 水道料金 

   水道料金について、規定により算定した額に乗じる率を「８％」から「１０％」

へ改める。 

 口座振替による納入の場合の料金の特例 

水道使用者が口座振替の方法により納入する場合における料金について、当該料

金の額から控除する額を「５４円」から「５５円」に改める。 

 分担金 

給水装置の新設又は改造工事を申し込む者が納入すべき分担金について、規定に

より定める額に乗じる率を「８％」から「１０％」へ改める。 

３ 施行期日 

平成３１年１２月１日。 

ただし、分担金に係る改正については、平成３１年１０月１日。 
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尼崎市水道事業給水条例 

改正後 現 行

（料金）

第３０条 第２０条第１項の規定により量水

器を設置して水道を使用する場合の料金

は、基本料金と従量料金との合計額に１０

０分の１１０を乗じて得た額（その額に１

円未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。）とする。 

２ 前項の基本料金及び従量料金は、１月に

つき、次表のとおりとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、共用給水装置

により水道を使用する場合は、１月につき、

第１項の基本料金は、1戸につき２５０円と

し、同項の従量料金は、使用水量のうち共用

給水装置を使用する戸数に６立方メートル

を乗じて得た水量までの分にあっては１立

方メートルにつき３５円、当該水量を超え

る分 1立方メートルにつき８５円とする。 

４ 第２項（第１項の従量料金に係る部分に

限る。）の規定にかかわらず、公衆浴場営業

用に水道を使用する場合の同項の従量料金

は使用水量１立方メートルにつき７２円

と、工事その他の理由により一時的に水道

を使用する場合の従量料金は使用水量１立

方メートルにつき３１８円とする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、私設消火栓

により消防演習の用に水道を使用する場合

の料金は、１個につき、１回の使用時間１０

分につき５５０円として算定した額に１０

０分の１１０を乗じて得た額とする。 

６ 第１項、前項、次条第４項又は第３３条第

１項の規定の適用を受ける場合以外の場合

の料金は、使用水量１立方メートルにつき

６３６円を超えない範囲内で管理者が定め

る額として算定した額に１００分の１１０

（料金）

第３０条 料金は、基本料金と従量料金との合

計額に１００分の１０８を乗じて得た額（そ

の額に１円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。）とする。 

２ 基本料金及び従量料金は、量水器の口径に

応じ、１月につき、次のとおりとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、共用給水装置に

より水道を使用する場合は、１月につき、基

本料金にあっては１戸につき２５０円とし、

従量料金にあっては使用水量のうち共用給

水装置を使用する戸数に６立方メートルを

乗じて得た水量までの分１立方メートルに

つき３５円、同水量を超える分 1立方メート

ルにつき８５円とする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、公衆浴場営業

用に水道を使用する場合の従量料金は使用

水量１立方メートルにつき７２円とし、工事

その他の理由により一時的に水道を使用す

る場合の従量料金は使用水量１立方メート

ルにつき３１８円とする。 

５ 前各項の規定にかかわらず、私設消火栓に

より消防演習の用に水道を使用した場合の

料金は、１個につき、１回の使用時間１０分

ごとに５５０円として計算した額に１００

分の１０８を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数があるときは、これを切り捨てる。）

とする。 

６ 前各項に該当しない料金は、使用水量１

立方メートルにつき６３６円を超えない範

囲内で管理者が定める額により計算した額

に１００分の１０８を乗じて得た額（その

額に１円未満の端数があるときは、これ
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を乗じて得た額（その額に１円未満の端数

があるときは、これを切り捨てる。）とする。

７ 第４項の規定（公衆浴場営業用に水道を

使用する場合に係る部分に限る。）は、管理

者が別に定める基準により認定したものに

限り、適用する。 

(料金の算定等) 

第３１条 管理者は、定例日(料金の算定を行

う日としてあらかじめ管理者が２月ごとに

定める日をいう。以下同じ。)に使用水量を

計量し、その計量した使用水量を基礎とし

て料金を算定する。この場合において、各月

の使用水量は、均等とみなす。 

２ 管理者は、水道使用者が臨時に水道を使

用した場合は、その都度使用水量を計量し、

その計量した使用水量を基礎として料金を

算定する。 

４ 前条第１項並びに第１項及び第２項の規

定にかかわらず、専用給水設備（１個の量水

器につき２戸以上の水道使用者がある場合

において各戸が給水栓を専用して水道を使

用するときにおける専用給水装置をいう。

以下同じ）により水道を使用する場合の料

金の算定(各戸の水道使用者ごとの料金の

算定を含む。)については、第３３条第１項

の規定の適用を受ける場合を除き、管理者

は、特に必要があると認めるときは、別に定

める方法によることができる。 

（専用給水設備による水道使用者がある場合

の料金の算定の特例）

第３３条 専用給水設備により水道を使用す

る場合の料金は、第３０条第１項の規定に

かかわらず、各戸の使用水量が均等で、か

つ、口径２０ミリメートル以下の量水器が

それぞれ各戸に設置されたものとみなして

各戸ごとに同条第２項の規定を適用したな

らば算定されることとなる額の合計額に１

００分の１１０を乗じて得た額（その額に

を切り捨てる。）とする。 

７ 第４項の公衆浴場営業用の適用について

は、管理者が別に定める基準により認定した

ものに限る。 

(料金の算定) 

第３１条 管理者は、定例日(料金算定の基準

日としてあらかじめ管理者が２月ごとに定

めた日をいう。以下同じ。)に使用水量を計

量し、その計量した使用水量をもって料金を

算定する。この場合において、使用水量は、

各月均等とみなす。 

２ 管理者は、水道使用者が臨時に水道を使用

した場合は、その都度使用水量を計量し、そ

の計量した使用水量をもって料金を算定す

る。 

４ 前各項の規定にかかわらず、1個の量水器

で２戸以上の水道使用者がある場合で各戸

が給水栓を専用する専用給水装置(第３３条

第１項及び第３９条の２第３項において「専

用給水設備」という。)により水道を使用す

るときの料金の算定(各戸の水道使用者ごと

の料金の算定を含む。)については、第３３

条の規定の適用がある場合を除き、管理者が

特に必要があると認めたときは、別に定める

方法によることができる。 

（専用給水設備による水道使用者がある場合

の料金の計算の特例）

第３３条 専用給水設備の使用水量を計量す

るときの料金は、各戸の使用水量は均等とみ

なし、かつ、口径２０ミリメートル以下の量

水器がそれぞれ各戸に設置されたものとみ

なして、第３０条第２項の規定により各戸ご

とに計算した額の合計額に１００分の１０

８を乗じて得た額（その額に１円未満の端数

があるときは、これを切り捨てる。）とする。
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１円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。）とする。 

２ 前項の規定は、管理者が別に定める基準

により認定したものに限り、適用する。 

（口座振替による納入の場合の料金の特例）

第３８条の２ 水道使用者が口座振替の方法

により料金（定例日に計量した使用水量を

基礎として算定する料金に限る。）を納入す

る場合は、第３０条第１項、第３１条第１

項、第２項又は第４項、第３３条第１項及び

第３５条の規定により算定された料金の額

から５５円（当該料金の額が５５円を超え

ないときは、当該料金の額）を控除した額を

当該水道使用者の料金の額とする。ただし、

当該水道使用者の責めに帰すべき事由によ

り管理者が最初に期限として指定した日を

経過した後に料金を納入する場合は、この

限りでない。 

（分担金）

第３９条の２  

２ 前項の規定により納入する分担金の額

は、次表の左欄に掲げる量水器の口径の区

分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる額に

１００分の１１０を乗じて得た額とする。 

ただし、量水器の口径を増径する改造の場

合の分担金の額は、改造後の同表の左欄に

掲げる量水器の口径の区分に応じそれぞれ

同表の右欄に掲げる額から改造前の同表の

左欄に掲げる量水器の口径の区分に応じそ

れぞれ同表の右欄に掲げる額を控除した額

に、１００分の１１０を乗じて得た額とす

る。 

３ 前項の規定にかかわらず、専用給水設備

に係る分担金の額は、各戸が専用する給水管

の口径と同口径の量水器（専ら住居の用に水

道を使用する場合にあっては、口径２０ミリ

メートル以下の量水器）がそれぞれ各戸に設

置されたものとみなして各戸ごとに同項の

２ 前項の規定の適用については、管理者が別

に定める基準により認定したものに限る。 

（口座振替等による納入の場合の料金の特例）

第３８条の２ 水道使用者が口座振替又は自

動払込みの方法により料金（定例日に計量し

た使用水量をもって算定する料金に限る。）

を納入する場合は、第３０条、第３１条、第

３３条及び第３５条の規定にかかわらず、こ

れらの規定により算定されたその者の料金

の額から５４円（当該料金の額が５４円を超

えないときは、当該料金の額）を控除した額

をその者の料金の額とする。ただし、水道使

用者の責めに帰すべき事由により管理者が

最初に期限として指定した日を経過した後

に料金を納入する場合は、この限りでない。

（分担金） 

第３９条の２  

２ 前項の規定により納入する分担金の額は、

次の表の左欄に掲げる量水器の口径に応じ、

それぞれ同表の右欄に掲げる金額に１００

分の１０８を乗じて得た額とする。 

ただし、量水器の口径を増径する改造の場合

の分担金の額は、改造後の量水器の口径に応

じた分担金の額から改造前の量水器の口径

に応じた分担金の額を控除した後の額とす

る。 

３ 前項の規定にかかわらず、専用給水設備に

係る分担金の額は、各戸が専用する給水管の

口径と同口径の量水器（専ら住居の用に水道

を使用する場合にあっては、口径２０ミリメ

ートル以下の量水器とする。）がそれぞれ各

戸に設置されたものとみなして、各戸ごとの
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規定を適用したならば算定されることとな

る額の合計額とする。 

５ 既納の分担金は、還付しない。ただし、管

理者が特別の理由があると認めるときは、こ

の限りでない。 

当該量水器の口径に応じた同項の表に掲げ

る金額の合計額に１００分の１０８を乗じ

て得た額とする。 

５ 既納の分担金は、還付しない。ただし、管

理者が特別の理由があると認めたときは、こ

の限りでない。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第５０号 所 管 水道部経営企画課 

件 名 尼崎市工業用水道条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

平成３１年１０月１日から予定されている消費税率の引上げに伴い、工業用水道料

金等を改定するため、所要の整備を行うもの。 

２ 改正内容 

工業用水道料金及び量水器貸付料金について、規定により算定した額に乗じる率を

「８％」から「１０％」へ改める。 

３ 施行期日 

平成３１年１０月１日。 

ただし、平成３１年１１月以後の月分の料金について適用する。 
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尼崎市工業用水道条例 

改正後 現 行

（料金）

第３１条 料金は、工業用水道料金と量水器貸

付料金との合計額に１００分の１１０を乗

じて得た額（その額に１円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。）とする。 

２ 前項の工業用水道料金及び量水器貸付料

金の料率は、次のとおりとする。 

（料金）

第３１条 料金は、工業用水道料金と量水器貸

付料金との合計額に１００分の１０８を乗

じて得た額（その額に１円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。）とする。 

２ 工業用水道料金及び量水器貸付料金の料

率は、次のとおりとする。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第５１号 所 管 下水道部経営企画課 

件 名 尼崎市下水道条例の一部を改正する条例について 

内       容

１ 改正理由 

平成３１年１０月１日から予定されている消費税率の引上げに伴い、下水道使用料

等を改定するため、所要の整備を行うもの。 

２ 改正内容 

 下水道使用料 

   下水道使用料について、規定により算定した額に乗じる率を「８％」から「１０％」

へ改める。 

 水質使用料 

   １月に１，２５０ 以上の汚水を排出する特定事業場が管理者の定める水質を超

える汚水を排出した場合に徴収する水質使用料について、管理者が規定により定め

る額に乗じる率を「８％」から「１０％」へ改める。 

３ 施行期日 

  平成３１年１２月１日 
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尼崎市下水道条例 

改正後 現 行 

(使用料の徴収) 

第９条 公共下水道の供用を開始したときは、

下水を排除すべき区域内の使用者から、基本

使用料と従量使用料との合計額に１００分の

１１０を乗じて得た額（その額に１円未満の

端数があるときは、これを切り捨てる。）の

使用料を徴収する。 

３ 使用者が、特定事業場から管理者が別に定

める水質の汚水を１月につき管理者が別に定

める水量を超えて排除したときは、第１項の

規定にかかわらず、当該使用者から、前項の

規定を適用して算定した額に、当該特定事業

場からその月に排除された汚水の総量に１立

方メートルにつき１２８円の範囲内で管理者

が別に定める額を乗じて得た額を加えて得た

額に、１００分の１１０を乗じて得た額（そ

の額に 1 円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。）の使用料を徴収する。 

 (使用料の徴収) 

第９条 公共下水道の供用を開始したときは、

下水を排除すべき区域内の使用者から、基本

使用料と従量使用料との合計額に１００分の

１０８を乗じて得た額（その額に１円未満の

端数があるときは、これを切り捨てる。）の

使用料を徴収する。 

３ 使用者が特定事業場から管理者が別に定め

る水質の汚水を、１月につき管理者が別に定

める水量を超えて排除したときは、第１項の

規定にかかわらず、当該使用者から、前項の

規定を適用して算定した額に、当該特定事業

場からその月に排除された汚水の総量に１立

方メートルにつき１２８円の範囲内で管理者

が別に定める額を乗じて得た額を加えて得た

額に１００分の１０８を乗じて得た額（その

額に 1 円未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。）の使用料を徴収する。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５２号 所 管 政策課 

件 名 丹波少年自然の家事務組合規約の一部変更に関する協議について 

内       容

１ 理由 

  丹波少年自然の家事務組合を組織する篠山市が市名を「篠山市」から「丹波篠山市」

に変更することに伴い、丹波少年自然の家事務組合規約を変更する必要が生じたこと

から、関係地方公共団体と協議を行うため、地方自治法第２９０条の規定により、議

会の議決を求めるもの。 

２ 内容 

  丹波少年自然の家事務組合を組織する地方公共団体のうち、「篠山市」を「丹波篠

山市」に改める。 

３ 施行期日 

  平成３１年５月１日 
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丹波少年自然の家事務組合規約 

改正後 現 行

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、次の市町（以下「関係市町」

という。）をもって組織する。 

 尼崎市 西宮市 芦屋市 伊丹市 宝塚市 

 川西市 三田市 猪名川町 丹波市 丹波篠

山市 

別表 

項  目 関係市町 
負 担 区 分 

市町別 地域別 

施設用地

に係る借

地料 

丹波市 － 100分の80

丹波篠山

市 
－ 100分の20

施設の管

理運営費 

尼崎市 

西宮市 

芦屋市 

伊丹市 

宝塚市 

川西市 

三田市 

猪名川町 

均等割100

分の9 

人口割100

分の81 

100分の90

丹波市 － 100分の7 

丹波篠山

市 
－ 100分の3 

人口は、最近の国勢調査人口によるものとする。

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、次の市町（以下「関係市町」

という。）をもって組織する。 

 尼崎市 西宮市 芦屋市 伊丹市 宝塚市 

 川西市 三田市 猪名川町 丹波市 篠山市 

別表 

項  目 関係市町 
負 担 区 分 

市町別 地域別 

施設用地

に係る借

地料 

丹波市 － 100分の80

篠山市 － 100分の20

施設の管

理運営費 

尼崎市 

西宮市 

芦屋市 

伊丹市 

宝塚市 

川西市 

三田市 

猪名川町 

均等割100

分の9 

人口割100

分の81 

100分の90

丹波市 － 100分の7 

篠山市 － 100分の3 

人口は、最近の国勢調査人口によるものとする。
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５３号 所 管 行政管理課 

件 名 包括外部監査契約の締結について 

内       容

１ 契約の目的 

包括外部監査契約に基づく監査の実施及び監査結果に関する報告を受けること。 

２ 包括外部監査人として契約を締結する者 

  神戸市東灘区森北町７丁目１９番１８号 

公認会計士  福井 剛 

３ 契約の内容 

 契約の期間  平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

 契約の金額  １３，２４１，０００円を上限とする額 

 契約の方法  随意契約 

４ 主な選定理由 

 平成３０年度の包括外部監査において、契約に基づき忠実に業務を遂行するとと

もに、公認会計士としての専門性を活用し有効な監査結果をまとめた。 

 平成３１年度の包括外部監査に対しても意欲的であり、本市における監査実績を

踏まえ、より効率的・効果的な監査の実施が期待できる。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５４号 所 管
施設課、施設整備担当、設
備整備担当 

件 名 工事請負契約について（旧若草中学校解体工事） 

内       容

１ 契約の相手方 

尼崎市杭瀬本町２丁目１８番１７号  

三永建設興業株式会社 代表取締役 堀尾 雅則 

２ 契約金額 

２０３，０４０，０００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

３ 契約の方法 

一般競争入札（制限付） 

４ 開札年月日 

平成３１年１月２２日 

５ 工事内容 

  校舎解体工事 

鉄筋コンクリート造り ３階建て  ２棟 

２階建て １棟 

平屋建て １棟 

鉄骨造り       平屋建て ２棟 

   延べ面積  約５，６４０平方メートル 

屋内運動場解体工事                         

   鉄筋コンクリート造り（一部鉄骨造り） ２階建て １棟 

延べ面積  約１，０９０平方メートル 

付属建築物解体工事                         

   プール、ポンプ室、渡り廊下等 

外構解体工事                           

防球ネット、門塀、樹木、舗装、埋設配管等 

その他解体付帯工事 

電気・機械設備解体撤去及び敷地整地等 

６ 工期 

  契約締結の日から２２５日間 
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決定

※最低制限価格
抵触

※最低制限価格
抵触

（※　金額は消費税等相当額８％を含まない。）

開　札　結　果　表

開札年月日 平成３１年１月２２日

件　　　　　名 旧若草中学校解体工事

落　札　者　名 三永建設興業㈱ 落　札　金　額 188,000,000円

予　定　価　格 208,800,000円 最低制限価格 187,920,000円

入　札　者　名 第1回目入札金額（円） 第2回目入札金額（円）

三永建設興業㈱ 243,600,000 ※予定価格超過 188,000,000

㈱オカモト・コン
ストラクション・
システム

216,700,000 ※予定価格超過 189,000,000

㈱鍵田組 249,500,000 ※予定価格超過 194,000,000

大道商事㈱ 208,900,000 ※予定価格超過 194,490,000

大松建設㈱ 248,000,000 ※予定価格超過 196,200,000

㈱柄谷工務店 248,800,000 ※予定価格超過 199,800,000

―

園建工業㈱ 254,000,000 ※予定価格超過 179,900,000

丸協産業㈱ 287,900,000 ※予定価格超過 185,000,000

㈱金山組 辞退 ―

㈱吉川組 辞退
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５５号 所 管 高齢介護課 

件 名
指定管理者の指定について（鶴の巣園、千代木園、福喜園及びワークセンター

和楽園） 

内       容

１ 施設名及び所在地 

 鶴の巣園        尼崎市東園田町６丁目９１番地の２ 

 千代木園        尼崎市稲葉荘２丁目２４番５号 

 福喜園         尼崎市南武庫之荘１丁目７番２０号 

 ワークセンター 和楽園 尼崎市東大物町１丁目１番３号 

２ 指定管理者 

尼崎市東大物町１丁目１番２号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉協議会 

理事長 松井 定雄 

３ 指定期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで（５年間） 

４ 指定理由 

  鶴の巣園、千代木園、福喜園及びワークセンター和楽園の各老人福祉センターにつ

いては、第１次尼崎市公共施設マネジメント計画（方針１：圧縮と再編の取組）にお

ける見直し対象施設であり、今後の当該計画に係る具体的な取組等との整合を図りつ

つ、指定管理業務を円滑に遂行していくためには、施設の運営において、幅広い知識、

経験やノウハウが欠かせず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会

福祉協議会を非公募で指定管理者として指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５６号 所 管 生活衛生課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立弥生ケ丘斎場） 

内       容

１ 施設名及び所在地 

  尼崎市立弥生ケ丘斎場 

   尼崎市弥生ケ丘町１番１号 

２ 指定管理者 

尼崎市東海岸町１番地の１２０ 

公益財団法人尼崎環境財団 

代表理事 岩田 強 

３ 指定期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで（５年間） 

４ 指定理由 

  弥生ケ丘斎場については、施設の運営において、幅広い知識、経験やノウハウが欠

かせず、その継続性が求められるため、公益財団法人尼崎環境財団を非公募で指定管

理者として指定するもの。 

139



140



（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５７号 所 管 生活衛生課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市墓園） 

内       容

１ 施設名及び所在地 

 尼崎市弥生ケ丘墓園  尼崎市弥生ケ丘町 

 尼崎市西難波墓園   尼崎市西難波町２丁目 

２ 指定管理者 

尼崎市東海岸町１番地の１２０ 

公益財団法人尼崎環境財団 

代表理事 岩田 強 

３ 指定期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで（５年間） 

４ 指定理由 

  墓園については、施設の運営において、幅広い知識、経験やノウハウが欠かせず、

その継続性が求められるため、公益財団法人尼崎環境財団を非公募で指定管理者とし

て指定するもの。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５８号 所 管 農政課 

件 名 尼崎市農業共済事業特別積立金の取崩しについて 

内       容

１ 趣旨 

  尼崎市農業共済事業の農作物共済（水稲）に係る特別積立金については、損害防止

のため特に必要な処置に要した費用の支払に充てることができることとしており、尼

崎市農業共済条例第４６条の規定に基づき、次のとおり取崩しを行うため、議決を求

めるもの。 

２ 取崩限度額 

  ２０２千円 

３ 取崩しの理由 

  平成３１年度損害防止事業を実施するため 

【参考】 

尼崎市農業共済条例（抄） 

（特別積立金の取崩し） 

第４６条 

１・２ 略 

３ 市は、議会の議決を経て、特別積立金を第１３条後段に規定する費用及び第１４条

に規定する施設をするために必要な費用の支払に充てることができる。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５９号 所 管 農政課 

件 名 尼崎市農業共済事業事務費の賦課総額及び賦課単価について 

内       容

１ 趣旨 

  尼崎市農業共済条例第５条第２項の規定により、平成３１年度の農業共済事業にお

ける賦課総額及び賦課単価を定めるため、議決を求めるもの。 

２ 賦課総額 

  ９２千円 

３ 賦課単価 

  水稲共済割１kg 当たり０．７７円 

【参考】 

尼崎市農業共済条例（抄） 

（事務費の賦課） 

第５条 市は、毎会計年度、市が共済事業を行うため必要とする事務費予定額から法第

１９条の規定による国庫の負担に係る部分の額その他の収入予定額に相当する額を

差し引いて得た額及び兵庫県農業共済組合連合会が市に賦課する事務費の支払に充

てる費用に相当する額の合計額を農作物共済加入者に賦課するものとする。 

２ 前項の規定による賦課は、水稲共済割によるものとし、その賦課総額及び賦課単価

は、市長が尼崎市議会（以下「議会」という。）の議決を経て定める。 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第６０号 所 管 住宅整備担当 

件 名 事業契約の変更について（市営武庫３住宅第１期建替事業） 

内       容 

１ 変更理由 

時友住宅建替事業の第３次工区の関連する公共施設等の整備において、道路整備工

事の増工に伴う契約金額の増額の必要が生じたとともに、下水本管移設に係る調整及

び検討等に期間を要したことから、事業契約の変更を行うもの。 

２ 契約の相手方 

株式会社柄谷工務店、宮崎建設株式会社、株式会社吉川組、株式会社市浦ハウジン

グ＆プランニング大阪支店、株式会社アクロスコーポレイション及び株式会社セノオ

商会を構成企業とするグループ 

代表企業 尼崎市玄番南之町４番地 

株式会社柄谷工務店 

代表取締役 柄谷 順一郎 

３ 契約金額 

変更前 ５，４９４，８３４，４００円 

変更後 ５，５００，０２９，２００円 

増 額     ５，１９４，８００円 

※ 金額は消費税等相当額８％を含む。ただし、入居者移転支援業務に係る経費

に一部消費税等対象外経費あり。 

４ 契約期間 

変更前 平成２６年１０月８日から平成３１年３月３１日まで 

変更後 平成２６年１０月８日から平成３１年９月３０日まで 

延 長 １８３日間 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第６１号 所 管 住宅整備担当 

件 名 事業契約の変更について（市営武庫３住宅第２期（宮ノ北住宅）建替事業） 

内       容 

１ 変更理由 

宮ノ北住宅建替事業の第２次工区及び第３次工区の解体工事に先立つ事前調査に

おいて、アスベスト含有材使用状況調査を実施したところ、外壁や屋上の仕上げ材等

の一部にアスベストが含まれていることを確認した。 

そのため、解体工事に先立ち、外壁仕上げ材等のアスベストの除去工事の増工等を

する必要が生じたことにより、事業契約の変更を行うもの。 

２ 契約の相手方 

株式会社柄谷工務店、宮崎建設株式会社、株式会社トータルサプライ、株式会社市

浦ハウジング＆プランニング大阪支店、株式会社三弘建築事務所、株式会社アクロス

コーポレイションを構成企業とするグループ 

代表企業 尼崎市玄番南之町４番地 

株式会社柄谷工務店 

代表取締役 柄谷 順一郎 

３ 契約金額 

変更前  ８，６５９，２０３，６００円 

変更後 １０，１４２，２５９，６００円 

増 額  １，４８３，０５６，０００円 

※ 金額は消費税等相当額８％を含む。ただし、入居者移転支援業務に係る経費

に一部消費税等対象外経費あり。 

４ 契約期間 

変更前 平成２８年１０月１１日から平成３３年８月３１日まで 

変更後 平成２８年１０月１１日から平成３４年５月３１日まで 

延 長 ２７３日間 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第６２号 所 管 道路維持担当 

件 名 工事請負契約の変更について（港橋耐震補強（その１）工事） 

内       容

１ 変更理由 

 鋼矢板仮締切引抜工の減工 

本工事における鋼矢板仮締切の引抜きについては、後に控える「その２」工事

の鋼矢板の打設と連続して行うことにより、施工機械の運送費等の経費を削減で

きることから、港湾管理者と協議を行ったところ、本工事における鋼矢板の残置

が認められたため、鋼矢板仮締切引抜工の減工を行うもの。 

 賃金又は物価の変動に伴うインフレスライドの適用 

賃金等の急激な変動により、尼崎市工事請負契約書第２６条第６項（いわゆる

インフレスライド条項）に基づいて、契約の相手方から契約金額の変更について

請求を受けたため、相手方との協議を行い、契約金額を増額することとしたも

の。 

２ 契約の相手方 

  尼崎市崇徳院２丁目５５番地 

株式会社鍵田組 代表取締役 鍵田 智嗣 

３ 契約金額 

変更前 ５３９，２３９，６８０円 

  変更後 ５２２，６７０，００６円 

  減 額  １６，５６９，６７４円 

  （※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

４ 契約工期 

平成２８年６月２７日から平成３１年３月３０日まで（変更なし） 
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（議案説明資料） 

＜平成３１年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第６３号 所 管 道路維持担当 

件 名 工事請負契約について（港橋耐震補強（その２）工事） 

内       容

１ 契約の相手方 

  尼崎市崇徳院２丁目５５番地 

  株式会社鍵田組 代表取締役 鍵田 智嗣 

２ 契約金額 

  ４４３，８８０，０００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

３ 契約の方法 

  一般競争入札（制限付） 

４ 開札年月日 

  平成３１年１月１７日 

５ 工事内容 

  橋脚耐震補強工事 

   施工延長 ４７．０ｍ、施工幅員 １２．６ｍ 

   耐震補強工（鋼管杭、橋脚のコンクリート巻立て補強） 

   落橋防止対策工（緩衝チェーン設置、水平分担構造設置）等 

６ 工期 

  契約締結の日から平成３３年３月２０日まで 
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（※　金額は消費税等相当額８％を含まない。）

（株）鍵田組 落　札　金　額 411,000,000円

（株）鍵田組 411,000,000 決定

409,996,000円

開　札　結　果　表

開札年月日 平成３１年１月１７日

件　　　　　名 港橋耐震補強（その２）工事

落　札　者　名

455,800,000

辞退

予　定　価　格 455,552,000円 最 低 制 限 価 格

（株）オカモト・コンストラクショ
ン・システム

416,600,000

杉本建設（株）

入　　　札　　　者　　　名 第1回目入札金額（円）

※予定価格超過

420,800,000

丸協産業（株） 441,000,000

福田土木工業（株） 445,500,000

（株）柄谷工務店

（株）大城工業所

（株）香山組 449,500,000
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